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内容梗概

本論文は、筆者が1982年 か ら現在 まで に、(株)日 立製作所 システム開発研究所、

ビジネス システム開発セ ンタ、 システム開発本部 において従事 した分散処理 システムに関

す る研究開発業務の経験 を背景 に、1997年 か ら現在 にか けて大 阪大学大学院工学研究科

博士後期課程在学 中に行 ってきた、分散処理 システムにお けるジョブ管理方式 に関す る研

究成果 をま とめたものである。

マイ クロコンピュータ とネ ットワーク技術の発展は、単独のコンピュータで はできなか

ったよ り大 きな業務 を協 同で実行す ることを可能 とした。ある目的と制約条件 をもった仕

事(ジ ョブ)を いくつかの要素作業(タ スク)に 分割 し、それ らを複数の行為者(ア クタ

ー)に 割 当てて実行する。 このようなシステムを広 く分散処理 システムとよぶ。アクター

としては、計算機 システム、人間、 自動機械、等、種 々の実行主体 を想定す る。分散処理

システムの第一の狙いは、単独のアクターでは実行困難なジョブを複数のアクターの協同

作業 によ り実現す ることであ り、そのためにジ ョブ管理方式 の最適化が重要な課題 となる。

最適化 は、タスク間の順序関係 を定めるプ ロセス設計と、個々のタスクの実行方法 を定め

るスケジュー リングに分類できる。分散処理 システムの第二の狙いは、環境変化に対 して

タス クとアクターの組替 えによ り柔軟にシステム構造を変更 して対処す ることであ り、そ

のためにジョブ管理方式 の柔軟性が課題 となる。柔軟性は、 ジョブ特性 のば らつきに対応

する短期柔軟性 と、実行環境の時間的変化に対応する長期柔軟性 に分類できる。ジョブ管

理方式 の設計 では、最適化 と柔軟性 の トレー ドオフを行 うことが最大の 目的 となる。

本研究では、上記の 目的を実現す るため に次の2点 を課題 とする。

〈1)相互に影響す る複数の特性 をもつジョブのスケジュー リング問題の解決。

(2)環境変化 に強い柔軟なジ ョブ管理 システムの実現。

まず、第一 の課題 のために、計算機入出力装置の一種であるカー トリッジ磁気テープラ

イブラリ装置のアクセ ッサの干渉回避制御 を対象 として、段階的な ヒュー リスティックス

適用方法を提 案す る。 ここでは、システム工学のモジュール方式 を適用 して、干渉回避問

題を ドライ ブ装置選択 とアクセ ッサ割 当という独立性の高い2つ のサ ブ問題 に分割 し、

各々をヒュー リスティックス によ り解決 し、最後 に全体 の調整 を行 う。 さらに、ヒュー リ

スティックス方式 の評価 を迅速かつ低工数で行 うために、各サ ブ問題を予め静的に解析 し

て システム状態 と処理性能の関数 としてモデル化 し、 これ らの結果 を確率ペ トリネッ トに



よ り統合 してマルコフモデルに帰着 させ る。

次 に、第二 の課題 のために、ワー クフローシステムの構築技法 を対象 として、プロセス

安定構造の抽出に基づ くシステム構築方法を提案する。 ここでは、タスクの順序制約 の本

質的で変化 し難い安定構造を明 らか にし、個別性 の高い変化部分 と明確に分離 して実装 を

行 うことによ りメンテナンス性 を向上す る。さらに、ワークフロー システム を効率よ く構i

築す るために、標準的なビジネスプロセス仕様をワークフロー業務 テンプレー トとして予

めライブラ リ化 し、それを個別仕様 に合わせてカスタマイズす るアプローチ をとる。

本論文 は全6章 か ら構成される。

第1章 の序論で は、分散処理 システムのジ ョブ管理 問題 を定義 しその技術課題が最適化

と柔軟性 の トレー ドオ フであることを述べ、これ ら2つ の分類軸に従 って、計算機工学、

生産工学、経営工学の各分野におけるジョブ管理方式の研究動向を明 らかにす る。そ して、

その結果 に基づいて、本研究 の目的 と課題を設定する。

第2章 では、計算機入 出力装置の一種であるカー トリッジ磁気テープライブ ラリ装置の

アクセ ッサ の干渉回避制御方式 を提案す る。本装置は、テープ約6,500巻 を収納する自動

倉庫機能 と、2台 のアクセ ッサ(ロ ボ ットハ ン ド)が ドライブ装置最大32台 に対 してテ

ープをマウン トす る自動搬送機能を有す る。 この装置の応答性 と処理性能 を向上するため

には、2台 のアクセ ッサが互 いに他の動作 を邪魔する、いわゆる、 「干渉」 を回避す る こ

とが不可欠で ある。 この問題 を解決するために、システム工学のモジュール方式 によ り、

ドライブ装置選択 とアクセ ッサ割 当を独立 に実施で きるよ うに問題 を分割 し、各 々にヒュ

ー リスティ ックスを適用するアプローチをとる。

第3章 では、共有 リソースの競合 によるジ ョブの干渉 を回避す るためのヒュー リスティ

ックなスケジュー リング方式 を対象 として、その評価方法を検討す る。従来 の待ち行列理

論は適用範囲が先入れ先出し、後入れ先出し等の単純な論理 に限定 されてお り、シミュ レ

ー ションはプログラムの開発工数が膨大 となる。 これ らの問題 を解決するため に、スケジ

ュー リング論理 をシステム状態 と処理性能 の関数 としてモデル化 し、その性能関数 を確率

ペ トリネ ッ トモデルに組込む ことによ り単純 で実用的な評価モデル を実現す る。そ して、

第2章 で論 じた磁気 テープライブラリ装置 の干渉回避制御方式の評価を事例 として、その

効果 を示す。

第4章 で は、 ワー クフローシステムのメンテナ ンス性 を向上す るためのシステム構築技

法 を検討す る。ビジネス環境の変化 に柔軟 に追従す るワークフロー システム を構築す るた

めには、 システム仕様 の安定 した部分 と変化 しやすい部分を分離す ることが必要 とな る。

この問題 を解決す るために、業務 の委託階層に着 目して、 ビジネスプロセ スの本質的 な安
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定構造で ある設計パ ターンを抽出 し、それに基づ いてシステムの設計 と実装 を行 う。

第5章 では、ワーク フロー システム構築 の生産性 を向上す るための、 ワークフロー業

務テ ンプ レー トについて検討する。第4章 で議論 した設計パ ター ンに基づいて、種 々の

ビジネスプ ロセス の標準仕様 を抽出 して ライブラリ化 し、それを個別仕様 に合わせてカ

ス タマイズす る ことによ りワー クフロー システムを設計す る。 さらに、設 計結果 を実装

す るための支援ッールを提案す る。

第6章 では、本研究で得 られた成果を要約 し、今後の研究課題 を述べる。
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第1章 序 論

1.1研 究 の 背 景

コンピュータは今や どこにでもある。シリコンチップは、家庭、学校、職場 、 レジャー

等、いたるところで見 出す ことができる1。ネ ッ トワーク技術 の発展 はそれ らのマイ クロ

コンピュー タを有機的 に接続 し、その結果、個々のコンピュータではできなかったよ り大

きな業務 を協 同で実行することを可能 とした。

ある目的 と制約条件 をもった仕事(ジ ョブ)を い くつかの要素作業(タ スク)に 分割 し、

それ らを複数 の行為者 くアクター)に 割 り当て、予め定めた順序(オ ーダー)に 従 って実

行す る。 このよ うなシステムを広 く分散処理 システムとよぶ ことにする。アクターとして

は、計算機 システム、入間、自動機i械、等、種々の実行主体を想定す る。分散処理 システ

ムの狙いは、単独のアクターでは実行困難なジョブを複数のアクターの協同作業によ り実

現す る ことである。そ のために、「ジ ョブの 目的を達成す るために複数の分散 タスクをど

のように調整す るか」 というジョブ管理が重要な問題 となる。図1.1に 分散処理 システム

にお けるジョブ管理方式の位置付けを示す。

目的

業務要件、目標基準

8

制約 条件

実施手順、資源、・・

昼
ジョブ管理方式

タスク、アク 酬 攣 ダーの決定

図1.1分 散処理 システムにおけるジョブ管理方式の位置付け
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分散処理システムが いか に世 の中に浸透 し重要な役割 を担っているかを理解す るために、

以下 に、計算機工学、生産工学 、経営工学の各分野 における事例を示す。

計算機工学分野では、マイクロプロセ ッサ技術 とネッ トワーク技術の発展 に伴い、分散

処理 システムの研究 と実用化が急速 に進 んでいる。分散処理システムは、通常 、並列処理

単位 の粒度 によ り下記の3種 類 に分類できる2。

① コンピュータネッ トワーク:パ ー ソナルコンピュータ、メイ ンフレーム等 のスタン ド

アロン型 のコンピュータが、コンピュータネッ トワークを介 してつながったシステム。

データベース、入出力機器等の管理 をこれ らのコンピュータが協力 して行 う。

②マルチ プロセッサシステム:複 数の汎用 プロセ ッサが、共通の目的のために単一の制

御機構 によ り動作するシステム。プロセ ッサ の接続関係 と通信方法がシステムの特性

を決定す る重要な要素 となる。

③専用計算機:特 殊な 目的 のため に開発された分散処理 システム。スタ ン ドアロン計算

機の形態 をとるが、入出力装置のように汎用計算機 に接続 して使用 され ることもある。

行列演算、フー リエ変換等の特殊 アルゴ リズム処理ユニッ ト、ア レイプロセ ッサ、非

ノイマ ン型計算機、等が ある。

ジ ョブ管理 という観点か らみると、① のコンピュータネ ットワークでは、個々のプロセ

ッサ は独立 に処理 を行 い、入出力装置、データベース等の限定された共有資源 に関 して の

み割 当調整 を行 う。 これに対 して、② のマイ クロプロセ ッサ システムでは、 ある一つの目

的に向けて システム内の全ての資源 を管理す るため、プロセ ッサ間でよ り詳細な情報 を交

信 しタスク群の実行状況に応 じたスケジュー リングを行 う。③の専用計算機では、個 々の

プロセ ッサは極 めて原始的なオペレーションのみを行 い、他のプロセ ッサ との相互作用 も

限定 され るため、ジ ョブ管理は単純で固定的なものとなる。

生産工学 における分散処理 システム技術 は、1970年 代 のFMS(:FlexibleManufacturing

System)の 出現 によ り発展 した。:FMSと は、柔軟性 のある汎用設備群を計算機で制御 し、

多品種少量生産 に対処する生産システムである。分散処理 システムの構成要素は、マシニ

ングセ ンター、自動搬送装置、 自動倉庫、ロボ ッ ト等 のマイ クロプロセ ッサ を備 えた 自動

設備 とそれ らを補完す る作業者である。 ここでのジョブ管理の役割 は、部品、工程、生産

量の多様化 に対 して、設備 の変更 を最小限に抑 えて制御ソフ トウェアの変更 によ り対処す

る こと、お よび、生産性 を高めて決め られた原価、生産量 、納期等を遵守す ることである

3,4,5。そのため に、製品(ジ ョブ)を 完成させ るための工程計画 、および、各工程 にお け

る機械、作業者 の日程計画が実施 される。
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経営工学 における分散処理システム技術 は、1980年 後半のグループウェア6,7の出現 と

1990年 前半のBPR(BusinessProcessReengineering)s>s,ioの 提唱によ り活性化 した。

特 に、ワークフローは、 ビジネスプロセスを自動化、管理す るためのソフ トウェアッール

として注 目されている11,12,13,14,15。ワークフローは1985年 に米国にて初めて製品化 され

た。それまで、オ フィスにおけるアプリケー ションシステムは、ジョブを達成す るために

必要な個 々のタス ク機能の自動化を行って いた。その結果、ワー ドプロセ ッサ、帳票作成、

スケジュール管理等 の個 人向けソフ トウェアや、受注管理、会計管理、営業管理等の事務

管理 アプ リケー ションが数多 くオフィスに導入された。 しか し、タスク単位 の自動化だけ

では限定 された効果 しか得 られず、オ フィスの生産性向上 は頭打ちになっていた。 これに

対 して、ワー クフロー は、ジョブを構成す るタスク群を電子的に統合すること、すなわち、

業務 手順の 自動化 を目的とする。そのために、分散 しているアプリケーション、人間、自

動機等 をネ ッ トワー ク技術によりつなぎ、ジ ョブ管理 と情報伝達 を行 う。本ツール によ り、

人間系と計算機系を含 む業務 システムを分散処理 システムのジョブ管理 という観点か ら工

学的に扱 うことが可能 となった。そ して、ワークフローを適用 して最適なジョブ管理 を行

うための各種のモデル化、分析、設計技術が開発 されている。 ここで議論 されているテー

マは、人聞が勘 と経験 によ り実施 してきた業務手順 を分析 して標準化する こと、現行業務

手順 の問題点 を解決 し理想的な ビジネスプロセス を設計する こと、環境変化 に応 じてプロ

セス仕様 を柔軟に変更す ること、等である16・17。

表1.1分 散処理 システム におけるジ ョブ管理問題

# ジョブ管理問題

の構成要素

内容 ジョブ管理方式の項目

1 目的 業務 要件(成 果物 、資源)、

目標 基準(ス ピー ド、 品質 、 コス ト)

2

「
3

一

4

操作

変数

タスク 与えられたジョブを複数人で分担して

実行するための分割単位。

タスク分割

ア クター タスクの実行主体。計算機 システム、

人間、 自動機械、等 を想定 。

スケジュー リング

オー ダー タスク相互の順序関係。逐次、並列、

同期、等がある。

プロセス設計

5 制約条件 調達可能 なアクター と資源、 目標基準

の下限、実施手順 、等に関す る制約 。

分散処理 システム にお けるジョブ管理問題 を以下 に定義する(表1.1参 照)。 複数の行

為者 が協同で実行すべき業務要件(期 待す る成果、投入する資源等)と その目標基準(ス

3



ピー ド、品質 、コス ト等)が 、対象 システムの外部か ら予 め与 え られるものとす る。 これ

をジョブと呼ぶ。与え られたジョブを実行するため に操作可能な変数は、タスク、アクタ

ー、オーダーである。タス クはジョブを分担 して実行するための分割単位で あり、アクタ

ーはタスクの実行主体、オーダーはタス ク相互 の順序関係である。ジョブを実行す る上で

は、資源 、目標基準、実施手順、等 に関する制約 を遵守す る必要がある。

このように、ジ ョブ管理問題 は、 「与え られた 目的 を制約条件 の範囲内で達成す るため

にタス ク、アクター、オーダーの3つ の変数を決定す る最適化の問題」 と捉えることがで

きる。ジ ョブ管理方式 は、 この最適化問題 を解決するための技法であ り、次の3つ の項 目

か らなる。

①タスク分割:与 え られたジョブを、各アクターが実行する単位 に分割する。 この際、

ジョブの目標基準 を満足するために各タス クが遵守すべきサブ目標 を設定す る。目標

基準 として複数の項 目が与え られた場合、各項 目の優先順位 、重み付 け等 を調整す る

必要 がある。計算機工学 にけるソフ トウェアのモジュール化設計18、生産工学 にお け

るWBS(WorkBreakdownStructure)設 計19、等が該当する。

② プロセス設計:ジ ョブを構成するタスク群の順序関係 を決定す る。計算機工学におけ

る分散 アルゴ リズム の設計20、生産工学 における工程計画3、 経営工学 にお けるプ ロ

ジェク ト計画19、 ワークフロー定義11、等が該 当す る。

③スケジュー リング:各 タス クに対 してアクターを割 り当て る。 また、各アクターが実

行すべ きタスクを複数個所有する場合の優先規則(デ ィスパ ッチ ング規則)を 決定す

る。さ らに、タスクを実行するため に必要な共有資源 を分配す る。計算機工学にお け

るプ ロセ ッサスケジュー リング2、生産工学 にお ける 日程計画 、機械 スケジュー リン

グ3、経営工学 にお けるワークフローの作業者割当11、等が該 当する。

ジ ョブ管理方式 に対す る要件 としては、先に述べた最適化 とともに、環境変化が生 じて

も与 えられた 目的 を達成できる柔軟性が重要で ある。これによ り、ジョブ特性 のば らつき、

実行環境 の時間的変化 に対 して、タスクとアクターの組替 えによ り柔軟 にシステム構造 を

変更 して対処する。柔軟性は、その時間スケール によ り次 の2つ に分類 できる4。

① 短期柔軟性:分 散処理 システムが与えられた時間内に扱 うことができるジョブ特性

のば らつき範囲を示す。ある特殊なジョブだけを扱 うものは短期柔軟性が低 く、種々

の特性 を持つ広範囲のジ ョブを扱 うものは短期柔軟性が高い。マルチプロセ ッサス

システムのよ うに、対象 とす るジ ョブの処理時間、必要資源、到着時 間、等 を一意

に決 めることが困難 なものは、ジ ョブ管理方式の短期柔軟性が高 くなければな らな
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い。

② 長期柔軟性:分 散処理 システムが実行環境(ジ ョブ特性、制約条件等)の 時間的変

化 に追従できる範囲を示す。環境変化 に伴うジョブ管理方式 の変更が困難な ものは

長期柔軟性 が低 く、少ない工数で容易に変更可能な ものは長期柔軟性が高い。:FMS

のように、マーケ ッ トニーズの変化 に伴 う製品仕様の変更 に柔軟 に対処する必要 の

あるものは、ジョブ管理方式の長期柔軟性が高 くな ければならない。

以上に述べたよ うに、分散処理 システムのジョブ管理方式 の課題は、次 に示す最適化 と

柔軟性である。

①最適化:定 め られた制約条件下での 目的の達成

与え られたジョブ管理問題 の解 を見出す こと。すなわち、タスク分割 、スケジュー

リング、 プロセス設計 を実施すること。

②柔軟性:実 行環境 の変化への柔軟な対応

問題環境の変化 に柔軟に追従 し常 に最適解 を提供すること。すなわち、短期柔軟性

と長期柔軟性 を実現すること。

最適化 と柔軟性 はともに重要な課題であるが、 しば しば競合す るもの となる。一般に、

変化に柔軟 に対応できる汎用的な方式は、ある条件 に限定 した専用方式 に比べて最適な解

を得る ことが困難である。ジョブ管理方式の設計では、将来の変化を適切 に予測 しその範

囲で最適化 を検討する こと、す なわち、最適化 と柔軟性の トレー ドオフを行 う ことが最大

の目的となる。

1.2従 来 研 究

上記の最適化 と柔軟性の2つ の課題 を軸 として、分散処理 システムのジョブ管理方式の

研究動向 を分析す る。最適化の軸は、ジョブ管理方式の構成要素であるプロセス設計、ス

ケジュー リングの どち らに関心 があるかを示す。なお、タスク分割 はプロセス設計に含め

て考える。また、柔軟性の軸は、長期柔軟性 と短期柔軟性 のどち らに関心があるかを示す。

このような2つ の分類軸 に従 って、 ジョブ管理方式 の研究動向 を下記 のよ うな4象 現 に分

けて考 える(図1.2参 照)。

(1)局 所 的汎用 システム(最 適化:ス ケジュー リング、柔軟性:短 期柔軟性)

対象 とす るジョブを構成する個々のタスクの実行方法にのみ関心があ り、ジ ョブ特性

の多様性 に対処す る必要があるシステム。マルチプロセ ッサ システムのように、ジ ョブ
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の実行手順 は単純であるが、処理時間、必要資源、到着頻度等 のばらつきが大きいシス

テムが該当する。

(2)局 所的専用 システム(最 適化:ス ケジュー リング、柔軟性:長 期柔軟性)

(1)と同様 に個 々のタスクスケジュー リングに関心がある。 しか し、ジ ョブ特性の ば

らっきは小さ く、む しろ、時間的な変化 に対処す る必要が あるシステム。FMSに おけ

るジ ョブシ ョップのように、特定製品の製造工程の一部を担当 し、製品仕様 の時間的移

り変 りに追従するシステムが該当する。

(3)全 体的専用 システム(最 適化:プ ロセス設計、柔軟性:長 期柔軟性)

局所的なタスクスケジュー リングよ りは、プロセス全体 の実行計画 に関心がある。そ

して、(2)と 同様 に時間的変化 に柔軟 に対処す る必要があるシステム。ワー クフロー シ

ステムのように、個々のタスクの実行方法は人間 に一任 し、そ の実行指示だけを行 うシ

ステムが該 当する。 ここでは、 ビジネス環境の変化 に対応 して、柔軟 にプ ロセスの変更

を行 えることが必要 となる。

(4)全 体的汎用 システム(最 適化:プ ロセス設計、柔軟性:短 期柔軟性)

(3)と 同様 にプロセス全体 の実行計画 に関心が ある。 しかも、 ジョブ特性 の時間的変

化 よ りは多様性 に対処する必要があるシステム。 このような課題 をもったシステム は現

在見 当た らない。将来的 に、ワークフローシステムによ りオ フィスの合理化が進 み、単

純作業の完全 自動化が実現された場合 には、 このよ うな システムが必要 となる可能性が

ある。

柔軟性 國
長期

麟
短期

スケジューリング プロセス設計 最適化

図1.2最 適化 と柔軟性 によるジ ョブ管理方式の研究動向の分析
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以下、図1.2に 従 って、計算機工学、生産工学、経営工学の各技術分野におけるジョブ

管理方式の技術動向を説明する。

(1)計 算機工学分野

計算機工学で対象 とす るオペ レーティングシステム、入出力制御 システム等では、ジ ョ

ブの実行手順 は単純で あるためプロセス設計は特 に問題 とな らない。しか し、マルチ構成

のプロセ ッサ、メモ リ、データ転送パス等の リソーススケジュー リングは、要求 された性

能を達成す るために重要な課題 となる。

一方、計算機 システムが分野 に依存 しない汎用的なツールであ り、ジョブの特性にかか

わ らず常 に適切 に動作することが義務づけられているため、ジ ョブ特性の多様性は大 きい。

これ に対 して、 この分野における製品のライフサイ クルは短命であるため、長期柔軟性は

比較的小 さくてよい。例 えば、ディスク制御 システムでは、データベースのバ ックアップ

処理のように連続 した記憶領域 を長時間アクセスす るものか ら、オンライン処理のように

記憶領域 をランダムにアクセスするものまでを混在 して処理する必要がある。一方 、シス

テムのアーキテクチャは、プロセ ッサ、メモ リ、チ ャネル等の性能向上に伴い1年 ～2年

周期で変化す る21。ジ ョブ管理方式が時間変化の追従性をもつ必要はな く、アーキテ クチ

ャが変わる毎 に新たなジ ョブ管理方式を開発すればよい。以上をまとめると、計算機工学

分野 におけるジ ョブ管理方式の課題は、図1.2に おける局所的汎用 システムに該当する。

このような背景か ら、計算機工学分野のジ ョブ管理方式 の研究は、 プロセ ッサ、メモ リ

等のスケジュー リングに関するものが中心であ り、ジョブ特性(処 理時間、メモ リ使用量、

メモ リアクセス頻度等)の ばらつきをどのようにモデル化す るかが課題 となる。一般 に、

汎用的な目的に使用する ことを想定 して、ジ ョブ特性 のあらゆる可能性について考慮 して

最適化することはほ とん ど不可能である。 この問題 を解決す るために、通常、確率理論を

適用 した近似的 アプローチをとる22,23。従来 、大型計算機 システムの研究開発分野では、

待 ち行列ネ ッ トワークを中心 とした確率理論 を適用 して、実用的なジョブ管理方式 の開発

が行われていた24。 しか し、マルチプロセ ッサ構成の分散処理 システムでは、 システム構

造、ジョブ特性、ジ ョブ間の相互作用、等が複雑 に影響 し合 い、システムの全体最適化 を

解析的 に行 うことは難 しくなった。従って、ジョブ管理方式 の開発は、主 としてヒュー リ

スティックス(heuristics/発 見法)に 頼るようになった。

ヒュー リステ ィックアプローチは、基本的には、人間の経験 と勘および試行錯誤に基づ

くものであるが、効率よ く準最適解 を見出すためにはシステマティ ックな方法論、モデル、

評価 ッールが必要 となる。従来 、このような観点か ら研究が行われているが、実用的なも

のは少ない。研究 レベルでは、マルチプロセ ッサ システムのアーキテクチャとタスクスケ
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ジュー リング方式 を、確率ペ トリネ ッ トの適用によ り設計する事例がある2。 また、実用

レベルでは、磁気テー プ制御装置のマルチプ ロセ ッサ構成の設計 を、近似的な待 ち行列 ア

プローチを適用 して行 った例 がある25。

(2)生産工学分野

生産工学分野で は、ジ ョブの実行手順 は工程計画 フェーズで、スケジュー リングは 日程

計画 フェーズで検討する。ジ ョブの実行手順 は、IE(lndustrialEngineering)の 分野で

古 くか ら研究 され、PERT(ProgramEvaluationandReviewTechnique)等 のネ ッ トワ

ーク計画技法 によ り最適工程設計を行 う方法が確立されている19
。 これ に対 して、スケジ

ュー リングは、古 くか ら研究が行われいるにもかかわ らず理論的な解法が開発 されていな

い。生産工学分野 におけるスケジュー リング問題 は、多品種少量の製品 と多種複数の生産

設備 を対象 とし、 ジョブの時間的変化 、作業時間の変動、工具 の摩耗 と破損、等のパ ラメ

ー タを考慮 し、 しか も、納期、設備稼働率、費用、等の複数の目標 を実現する、極めて複

雑な組み合せ最適化 問題である3。 このような複雑 な問題 につ いて最適解 を求 める ことは

不可能 に近 い。従 って、生産工学分野 の最適性に関す る課題は、対象 システムの特性 に応

じた個別 のスケジュー リング方式 を迅速かつ確実 に開発す ることである。

一方
、短期柔軟性は計算機工学のそれ に比べて小さくてよい。1つ の生産 ライ ンが対象

とす る製 品群は、部品、設備、製造手順等が共通する狭い範囲に限定 されるか らである。

これ に対 して、生産 ライ ンが市場変化 に追従する ことは不可欠であ り、ジョブ管理方式の

長期柔軟性が重要な課題 とな る。以上をまとめると、生産工学分野 におけるジ ョブ管理方

式 の課題 は、図1.2に おける局所的専用システムに該当す る。

このような理 由か ら、生産工学分野 のジョブ管理方式の研究 は、計算機工学分野 と同様

に、ヒュー リスティックスとシミュ レーション評価 を組み合せたアプローチが とられる4。

例 えば、生産工学分野 のジョブ管理で決定すべき重要な事項の1つ であるデ ィスパ ッチ ン

グを考 える。これは、処理すべきジョブが設備 の前でいくつか待ち状態 になっている とき、

それ らを設備 に投入する順序 を決める ことで ある。代表的なディスパ ッチ ング規則 には先

着順、最小作業時間順 、最早納期順、等があるが、実用的には、対象 システムの特性 に合

わせて これ らの規則 を組み合せたヒュー リスティ ックな規則 を作成す る。そ して、その規

則が適切 か否かを評価す るため にシミュ レーション技術を用いる。

以上 に述べた最適性の問題 よ りもさらに重要視 されているのは、ディスパ ッチング規則

のメンテナ ンス性で ある。生産現場では、一度規則が作成されると、必ず しも適切ではな

い状況 に変わ ってもそれが適用 され続ける。その結果、当初は生産 目標を達成す る生産 ラ
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イ ンで あったにもかかわ らず、時間の経過 とともに納期遅れ、在庫超過、設備効率低下、

等を引き起 こす。 この問題を解決するために、ジョブ特性、設備 レイアウ ト、デ ィスパ ッ

チ ング規則等を容易に変更する ことができる シミュL一 ション環境の研究開発が行われて

いる。例 えば、ジョブ特性、設備 レイアウ トのモデル化 にペ トリネ ッ トを活用 し、デ ィス

パ ッチ ング規則 のモデル化 にルールベース技術 を適用する ことによ り、容易にシミュレー

ションモデルを開発す る研究が行われている26,27,28。

(3)経営工学分野

経営工学分野 におけるワークフローは、プロセス設計 と管理 を行 うためのツールである。

この分野のジ ョブの実行主体 は未 だ入間であ り、計算機システムの役割 は作業者 を支援す

るためのツール の範囲 に留 まっている。従 って、 このような状況でジョブの実行管理に求

め られるのは、人間 を効率よ く働 かせるためのスケジュー リング方式ではない。プロセス

の進行状況 を監視 し、適宜作業者 にその情報 を提供す るジョブ管理 システムの構築である。

一方、柔軟性は短期柔軟性、長期柔軟性 ともに大 きい。しかし、短期柔軟性 に関 しては、

今の ところ作業者 の運用 によって充分に対処できている。従 って、現状の課題は、ジ ョブ

管理 システムの長期柔軟性の確保で ある。以上をまとめると、経営工学分野 におけるジョ

ブ管理方式 の課題 は、図1.2に おける全体的専用システムに該当する。

以上の理由により、 ワークフロー システムに求め られる要件 は次の2点 である。

①与 え られた 目標基準 を達成す るためのプロセス設計 と管理。

② ビジネス環境の変化 に追従できる柔軟性 の確保。

上記① については、 コンサルティングファーム、大学 を中心 として研究開発が進め られ、

IDEF(lntegratedDefinitionforFunctionModeling)、 ユースケース等 の分析設計技法

が数多 く発表 されて いる29,30,31・32,33。また、 シミュレー ション技術 を適用 してプロセスの

ボ トルネ ックやデ ッ ドロックを分析する研究が行 われている34,35,36,37。一方 、上記② につ

いては、ワークフローベンダー を中心に研究開発が進め られ、ビジネスプロセス定義、ア

クター割当方法、アプ リケーションインタフェース仕様、等を柔軟 に変更可能なワークフ

ロー製品が発売されている14,15。しか し、 ワークフローツール とアプ リケーションを含 む

ワー ク フ ロー シ ス テ ム 全 体 の柔 軟 性 を 向 上す る技 術 の 開 発 は まだ 少 な い 。ERP

(:EnterpriseResourcePlanning)と の連携、オブジェク ト指向技術 の適用、等がそのブ

レイ クスルー となる可能性 を秘めている38・39・40・41。

経営工学分野にお ける分散処理 システムのジョブ管理方式 と類似 した研究 に、MITの

Maloneら が提唱 したコーデ ィネー ションi理論 がある42,43,44。コーデ ィネー ション理論で
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ベースになって いる分野はCSCW(ComputerSupportedCooperativeWork)の 技術分

野であ り、計算機科学、経済学、組織学等 における種々の理論 と比較す ることによ り、人

間の協 同作業のモデル化 と分析を行 うことに関心がある。Maloneの コーデ ィネー ション

理論では、下記の4項 目が基本要素 とされている。

・目的(Goals)

・活動(Activities)

・行為者(Actors)

・相互作用(In七erdependencies)

このコーディネーシ ョン理論 の中心的な関心事は、協同作業を管理す る基本手順(コ ー

デ ィネー ションプロセス)を 汎用的なモデル とし、それ を新たな問題の解決 に適用する こ

とである。 コーデ ィネー ションプロセス としては、ゴール分割 、資源分配 、タスク順序設

定、等 を想定 して いる。本研究で対象 とす る分散処理システムのジョブ管理方式 と比較す

ると、協 同作業 の管理方式 を統一的に扱 うという方向性 は同 じである。 しか し、コーディ

ネション理論で主 として議論 されているのはジ ョブ管理方式の最適アルゴリズムで あ り、

本研究で焦点 としている最適化 と柔軟性の トレー ドオフに関す る研究はない。

1.3研 究課 題 と方針

本研究で は、分散処理 システムにおけるジョブ管理方式の最適化 と柔軟性 の問題 を解決

す るために、前節で述べた従来研究の動向をふまえて、次 の2つ の課題 を設定する。そ し

て、以下 に示す方針 によ りそれ らを検討する(図1.3を 参照)。

(1)局 所 的汎用 システム を対象 とした、相互 に影響する複数の特性をもつジ ョブのスケ ジ

ュー リング問題の解決。

(2)全 体的専用 システムを対象 とした、環境変化 に柔軟 に追従す るジョブ管理 システム の

実現。

まず、第一 の課題 のためには 「段階的 ヒュー リスティックス適用 とその評価」 とい う方

針 をとる。1.2節 で述べたように、主 に計算機工学分野で対象 とする局所的汎用 システ ム

で は、ジ ョブ特性の変動が大きい状況でのスケジュー リング方式 の最適化が課題 となって

いる。一般 に、 このような問題 に対 しては確率モデルが適用 されるが、確率的スケジュー

リング問題の最適解 を理論的 に求 めることは困難である。そ こで、多 くの場合、 ヒュー リ

スティックス を適用 して準最適解 を求めるアプローチが とられている。想定 されるジョブ

特性 の範 囲で、与 えられた 目標基準 を達成するようなスケジュー リング方式 を開発するた
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めには、システマティックな方法論、モデル、評価ツールが必要 となる。

〈課題 〉

相互 に影響 する特性 を もつ ジ ョ

ブスケジュー リング問題の解決

く方針 〉

段階的 ヒュー リステ ィ ックス適

用 とその評価
・カ ー トリッジ磁 気テ ープ ライブ

ラリの制御方式(第2章)
・ジ ョブの干渉 回避スケ ジ ュー リ

ング方 式の確率 ペ トリネ ッ トを

適用 した性能解析(第3章)

〈課題〉

環境変化に柔軟に追従するジョ

ブ管理システムの実現

く方針〉

プロセス安定構造の抽出に基づ

くシステム構築
・高メンテナンス性を指向したワ

ークフローシステム構築技法(第

4章)
・間接部門の申請業務を対象 とし

たワークフロー業務テンプレー

トの開発(第5章)

柔軟性

長期

局所的専

システ

全体的専用

システム

短期 嘆鰍用i讐蟹用

スケシtユ ーリンクV プロセス設計 最適化

図1.3分 散処理システムにおけるジョブ管理方式の研究課題と方針

本論文では、計算機入出力装置の一種であるカー トリッジ磁気テープライ ブラリ装置の

ジョブスケジュー リング方式 を対象 として、段階的なヒュー リスティックス適用 による方

法 を提案する。カー トリッジ磁気テープライブラリ装置は、テープ約6,500巻 を収納す る

自動倉庫機能 と、2台 のアクセ ッサ(ロ ボ ッ トハ ン ド)が ドライブ装 置最大32台 に対 し

てテープをマウン トす る自動搬送機能を有する。本装置の応答性 と処理性能 を向上するた

めには、2台 のアクセ ッサが互 いに他の動作 を邪魔する、いわゆる、 「干渉」 を回避す る

ことが不可欠である。本論文では、 この干渉回避問題 に対 して、システム工学のモジュー

ル方式 を採用す る。モ ジュール方式は、①対象 システムのサブシステム分割、②各サブシ

ステムの部分最適化、③全体 としての調整、 という3つ の手順か らな る3。 この方式 を適

用 して、干渉 回避問題 を ドライブ装置選択 とアクセ ッサ割 当という独立性の高 い2っ の問
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題 に分割 し、各 々をヒュー リスティックスによ り解決 し、最後 に全体 の調整 を行 う。 この

ようなアプローチ をとることによ り、スケジュー リング方式の論理 を単純で直観的 に理解

できるよ うにし、致命的なミス を事前 に防 ぐことを目指す。

さらに、 ヒュー リスティックなジョブ管理方式 を実際のシステムに適用す る際には、そ

の効果 と限界 を厳密 に評価す ることが課題 となる。既 に述べたように、ヒュー リスティ ッ

クス方式 の評価 は、従来の待ち行列理論 によるアプローチでは困難であ り、 シミュレーシ

ョンに頼 っているのが現状で ある。 ところが、シミュ レーションによる評価 は適用範囲が

広いが、プログラムの開発工数が膨大 になるという問題がある。そ こで、共有 リソースの

競合によるジョブの干渉 を回避するためのスケジュー リング方式 を対象 として、スケ ジュ

ー リング問題 を構成するサブ問題 を予 め静的 に解析 し、 システム状態 と処理1生能の関数 と

してモデル化 し、確率ペ トリネ ッ トを適用 してそれ らの結果 を動的 に統合す るアプローチ

をとる。 これ によ り、 シミュレーションよりも少ない工数でヒュー リスティックス方式の

評価を行 う。

次に、第二 の課題 のためには 「プロセス安定構造の抽出に基づ くシステム構築」 という

方針を とる。1.2節 で述べたように、主に、経営工学分野で対象 とす る全体的専用 システ

ムでは、ジョブ特性や環境条件が時問的に変化する状況下でのプロセス設計の最適化が課

題 となっている。 このような課題を解決するためには、一般 に、ジ ョブ管理方式の保守環

境を充実す る方法がと られ る。ワークフローツール はその代表的な例であ り、ジ ョブを構

成す るタス ク群の実行順序やアクター割 当の ロジックをアプリケー シ ョンの処理仕様 と分

離 して定義可能 とし、従来 のアプリケーシ ョンシステムに比べて高 いメンテナ ンス性 を実

現 している。 しか し、個々のアプリケー ションの処理仕様 は、必ず しも、タスクの実行順

序や アクター割 当と独立 に決め られない。従 って、ワークフローツールのメンテナンス性

の高さは、ワークフローツール とアプ リケー ションを含むワークフロー システム全体 のメ

ンテナンス性 を保証するものではない。

本論文では、タス クの順序制約の本質的で変化 し難 い安定構造 を明 らかに し、それ に基

づ いてアプリケーシ ョンの処理仕様 を決定す るアプローチをとる。すなわち、プロセス安

定構造に基づいて、ワークフロー システム仕様の安定 した部分 と変わ りやすい部分 を明確

に分離 して構築する ことによ り、そのメンテナンス性を確 保する。

さ らに、メ ンテナンス性の高 いワークフローシステムを効率よ く構築す るための生産性

向上方式 を議論する。ワークフローシステムの開発では、対象業務 を分析 して ビジネスプ

ロセス仕様 を設計する ことに大 きな工数を要す る。そ こで、プロセス安定構造 に基づ いて、

標準的な ビジネスプ ロセス仕様 をワー クフロー業務 テンプレー トとして予め ライブラリ化
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し、それ を個別仕様 に合わせてカスタマイズするアプローチをとる。そ して、設計結果 を

実装するための支援ツールを提案する。

1.4論 文 の構 成

本論文は、第2章 以降 を次のように構成する。

第2章 では、カー トリッジ磁気テープライブラリ装置のアクセ ッサ群の干渉 を回避する

ための制御方式を検討す る0こ こでは、システム工学のモジュール方式によ り、 ドライブ

装置選択 とアクセ ッサ割当を独立 に実施できるように問題 を分割 し、各々にヒュー リステ

ィックスを適用す るアプローチをとる。 この方法により、ヒュー リスティックなスケジュ

ー リング方式 の論理 を単純で直観的に理解できるようにする。

第3章 では、メインリソース群 とサブ リソース群 によ り構成する典型的な分散処理シス

テムを対象 として、ジョブの干渉回避スケジュー リング方式の性能解析 を検:討する。 ここ

では、従来の待 ち行列理論 とシミュ レー ションの問題点を解決するために、スケジュー リ

ング論理をシステム状態 と処理性能 の関数 としてモデル化 し、その性能関数 を確率ペ トリ

ネッ トモデルに組込む。 この方法により、実用的な時間 と工数で解析可能な評価モデルを

得る ことができる。そ して、第2章 で論 じる磁気テープライブラリ装置の干渉回避制御方

式の評価 を事例 として、その効果を示す。

第4章 では、 ワークフローシステムのメンテナ ンス性 を向上す るためのシステム構築技

法 を検討する。ビジネス環境 の変化 に柔軟 に追従するシステム を構築す るためには、シス

テム仕様の安定 した部分 と変化 しやすい部分 を分離す ることが必要 となる。 この問題 を解

決するため に、業務 の委託階層 に着 目して、 ビジネスプロセスの本質的な安定構造である

設計パターンを抽出 し、それに基づいてシステムの設計 と実装 を行 う。

第5章 では、ワークフローシステム構築 の生産性を向上す るための、 ワークフロー業

務テ ンプ レー トについて検 討す る。第4章 で議論 した設計パター ンに基づ いて、種 々の

ビジネスプロセスの標準仕様 を抽出 して ライブラリ化 し、それを個別仕様 に合わせてカ

スタマイズす ることによ りワークフロー システムを設計す る。さ らに、設計結果 を実装

す るための支援ツールを提案す る。

第6章 では、本研究で得 られた成果 を要約 し、今後の研究課題 を述べる。
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第2章 カ ー一トリッ ジ磁 気 テ ー プ ラ イ ブ ラ リ

の制御方式

2.1緒 言

本章では、段階的な ヒュー リスティックス適用 によるジョブ管理方式の開発方法を検討

す る。具体的には、計算機入出力装置の一種であるカー トリッジ磁気テープライブラリ装

置 を題材 として、共有 リソースの競合回避を目的 としたジョブ管理方式 の開発方法を議論

する45,46・47。

金融、証券、電力な ど各種の分野 にお いて、大規模なオ ンラインシステムの開発が進ん

で いる。それに伴 い、データベース、そのバ ックアップデ ータ、あるいは、ジャーナルな

どのデータ保管量が急速 に増大 して いる。多 くの利用者は、比較的使用頻度の高い少量の

デ ータ、例 えば、データベ ースの最新デ ータをアクセス速度の速 い磁気ディスクに記憶 し、

バ ックアップデ ータを始 めとす るそ の他の大部分のデータを磁気テ ープに記憶 している。

磁気テ ープを使用するメリッ トは、記憶 コス トがその他の記憶媒体 と比較 して桁違いに安

い点にある。デ メリットは、テ ープの検索お よび掛 け替 え操作が人手によ り行われるため

に多大 な労力を要する点 にある。ところで、最近、計算機のデ ータ処理量が増大するのに

伴 い、 このデメリッ トが急激にクローズアップされてきた。すなわち、1日 あた りに利用

す るテ ープ量は数千巻にもおよび、テー プ操作の要求はピーク時に数10秒 に1回 の割 り

で発生す るようになってきた。テー プ操作 は、今や、作業員 に対 して精神的苦痛 と肉体的

疲労感を与える超過酷な労働 と化 している。

このような背景か ら、カー トリッジ磁気テープ約6500巻 を収納する自動倉庫機能 と、

ドライブ装置最大32台 に対 してテープを自動的 にマウントす る機能 とを有するライブラ

リ装置を開発 した。本 ライブラリ装置は、オンライ ンシステムの中核 となるべきものであ

るため、まず、無停止 という重要な使命 を担っている。さ らに、応答性能 と処理性能 は少

な くとも現状以上の レベルを確保 しなければならない。このような高信頼性および高性能

確保のための一手段 として、本 ライブラリ装置では、テ ープのハ ン ドリングのための機構

(以降、アクセ ッサ とよぶ)を 二重化 し、 しかも、それ らを並列動作させ る。ただし、設
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置スペース、製造 コス トなどの制約 によ り、2台 のアクセ ッサがライブラリ内に設置 され

た1本 の レール上 を走行す る構造 としている。

さて、2台 のアクセッサが互いに他 を邪魔す ることな く独立 に動 くことができれば、ア

クセ ッサ1台 による運用時に比べて2倍 の性能が発揮できる。ところが、実 際は、前述 し

たように1本 の レール上 を走行す る構造であるため、各 アクセ ッサ は完全 に独立 には動け

ない。運搬経路の決め方、あるいは、運搬作業の割 当方法 によ り、一方のアクセ ッサが他

の動作 を邪魔するいわゆる 「干渉」が多発 して しまい、1台 分程度 の性能 しか発揮できな

い ことがある。並列動作 による効果を向上するためには、このようなアクセ ッサ問の干渉

を低減する ことが重要な課題 となる。

本章では、この課題を解決するために、ホス ト計算機か ら要求 された磁気テ ープに対 し

て、最適な ドライブ装置 とアクセッサを割 り当て る干渉回避制御方式 を提案する。 また、

シミュ レーシ ョンによ り定量的な効果を示す。

2.2ラ イブ ラ リ装置 の システ ム構成

本 ライ ブラリ装置 のシステム構成 を、図2.1に 従って説明する。

(1)収 納セル

カー トリッジ型磁気テ ープを1巻 ずつ収納す るための棚。後述す るアクセ ッサの レール

をはさんで2列 に並べて設置する。約800巻 分の収納セルを1単 位 として これをフレー

ム とよび、最大8フ レームまで増設可能 である。

(2)ド ライブ装置

フ レームの裏側 に設置する。1フ レームあた り最大4台 の ドライブ装置 を設置可能で あ

る。収納セルの問 に設 けた小窓 を介 して、ドライブ装置にテープを受 け渡す ことができる。

(3)ア クセ ッサ

ライブラリ内の指定された2点 間でテープを運搬するためのハ ン ドリング機構。ライブ

ラリの長手方 向に設置 したレール上 を垂直柱が走行 し、その垂直柱 に沿 ってロボ ッ トハ ン

ドが走行する。設置スペ ースの制約 のため、2台 のアクセ ッサが1本 の レール上 を走行す

る構造 となっている。 このような構造のため、アクセ ッサが互 いに干渉 しあう可能性が高

い。例えば、 レールの左側 に位置するアクセ ッサが右端 の動作 を行なっている最 中には、

右側 に位置するアクセッサは動作 を開始できない。

(4)ラ イブラ リ ・コン トローラ

ホス ト計算機 のオペ レーティング ・システムか ら、運搬すべきテ ープ番号、使用す る ド
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ライ ブ装置番号、および、マウン ト/デ マウン トの区別を受付 け、各アクセ ッサに対 して

動作 シーケンス を指示す る。 この際2台 のアクセ ッサの干渉 を回避す るための制御が必

要 となる。

(5)MT(MagneticTape)コ ントローラ

ライブ ラリ装置内の ドライブ装置 とホス ト計算機 との間のデータ転送 を制御する。

収納セル

ライブラリ・コントローラ

MTコ ントローラ

ドライブ装置

♂
i

グ 4

ノ

♂

1

蒙

♂
葦

i

糞

左アクセッサ

右アクセッサ

ドライブ装置窓

レー ル

図2.1ラ イブラリ装置のシステム構成

2.3干 渉 回避 問題

まず 、アクセ ッサが実行すべ きジ ョブを定義す る。テープを把持する位置 を始点 とよび、

解放する位置 を終点 とよぶ ことにす る。アクセ ッサ の運搬 ジョブとは、待機点か ら始点ま

での空走行 と始点か ら終点 までの実走行 を合わせたものとす る。次に、アクセ ッサの干渉

とは何 かを定義す る。2台 のアクセ ッサが安全上予 め定 められた距離限界よ り接近す る可

能性がある場合、 これ を回避す るために、いずれか一方 のアクセ ッサが実行中の動作 を中

断 し、必要な らば邪魔 にな らない位置 に待避 したのちに、他方 のアクセ ッサが動作 を続行

す る必要がある。このよ うに2台 のアクセ ッサが互いに独立 に動作できない状況 を 「干渉」

とよぶ。 この干渉 を回避する方法 を開発す ることが本章の主題である。
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従来 のライブラリ装置では、信頼性の向上 を目的 として2台 のハ ンドリング機構 を設置

して いた。しか し、性能向上のためにそれ らを同時に稼動 させる ことはな く、あくまで も、

一方のアクセ ッサが稼動 している問は他方がその邪魔 にな らない位置で待機す る待機予備

方式が とられていた。 これは、次の理由による。従来、入出力処理 に使用するテープをど

の ドライ ブ装置 にマウン トするかは、ホス ト計算機のオペ レーティング ・システム(OS)

が、装置種別 あるいは装置問の負荷バ ランスを基準 に決定する。テープの収納位置、 ドラ

イ ブ装置 の設置位 置な どは基準 としない。 これは、テー プ操作 を人手で行 うことを前提 と

して いるため、運搬ジ ョブ実行時の干渉 を考慮する必要がなか ったか らである。ところが、

ライ ブラリ装置 の場合 には、そ の構造上 の制約 によ り、テープの収納場所 と ドライブ装置

との位置 関係が干渉発生の重要な要因 となる。従 って、従来のような ドライ ブ装置割 当方

法 を前提 とした場合には、アクセ ッサ2台 を並列動作 させて もそ の効果が小 さい。

この問題の解決策 として、OSに テープと ドライブ装置の物理的位置 に関す る情報 をも

たせて、それ に基づいて ドライブ装置の割当を行 うことは、OSを 大幅 に改造することに

な り、 しかも、OSの 汎用性 を低下 させるため得策ではない。そ こで、ライ ブラリコン ト

ローラがテー プと ドライ ブ装置の位置情報 を管理 し、ホス ト計算機の問い合わせによ り、

指定 され たテー プに対 して最適な ドライ ブ装 置を選択する 「問い合わせ ドライ ブ選択方

式」を提案す る。図2.2に 従って説明する。

(1)ド ライブ装置 の問い合わせ:通 常、ホス ト計算機のOSは 、計算機 ジョブを実行する

直前にそ のジョブで使用する全てのテープに対 して ドライ ブ装置 を割 り当てる。 この

とき、本方式で は、テープ番号 と無作業状態の全 ドライブ装置 の番号 をライブ ラリコ

ン トローラに対 して通知 して、それ らドライブ装置のうちのどれ を使用す るべきか を

コン トロー ラに問い合わせ る。

(2)ド ライブ装置の選択:ラ イブラリコン トローラは、OSか ら示されたテープ と、 ドラ

イブ装置群 について、ライブラリ内の位置を調べ る。そ して、アクセッサ間の干渉が

最 も少な くなるような ドライブ装置 を1つ 選択 してOSに 知 らせ る。

(3)ド ライ ブ装置の割 当:ホ ス ト計算機 のOSは 、上記 の方法によ り、計算機 ジョブで使

用する全てのテープに対 して ドライブ装置を割 り当て、ライブラリコン トローラに対

して、収納セルか らドライブ装置 までのテープの運搬を指示す る。

(4)テ ープの運搬:ラ イブ ラリコン トローラは、指示 されたテープ運搬 ジョブを、2台 の

アクセ ッサの うち最適なものに割 り当てる。各 アクセ ッサは、割 り当て られたジョブ

を順次実行する。
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ホスト計算機

(開 始)

↓

ドライブ装置の

問い合わせ

LN

ライブラリ装置

No.oftape&

No.ofidledrive

ドライブ装置の

選択

No.ofoptimumdrive

ドライブ装置の

割当

No,oftape&

No.ofassigneddrive

テープの運搬

終了

図2.2問 い合わせ ドライブ選択方式

以上がテープをマウン トす る場合 の手順である。デマウ ントの場合は、 ドライブ装置が

既 に決 まって いるためその選択 は不要であ り、アクセ ッサの最適割 当だけを行う。

この方法によ り、ホス ト計算機のOSが ライブラリ内における ドライブ装置 の物理的位

置の情報 をもっていなくても、干渉が最 も少なくなるような ドライブ装置 を選択すること

ができる。 これによ り、2台 のアクセッサ を並列動作させ、その干渉 を回避す ることが可

能 となる。すなわち、干渉 回避 問題は次のよ うに定義す ることができる。

〈 目的関数〉

テープ運搬 ジョブの実行時間の総和を最小化す るため に、干渉を回避する こと。

<制 約条件>

a.ラ ンダム性:テ ープマ ウン ト要求の発生時刻、テープの収納位置、テープー巻 あた りに

記録/再 生するデータ量は予め予測する ことができずランダムな分布 をとるものとする。

b.マ ウン ト/デ マウン トの相違:テ ープをある ドライブ装置 にマウン トした ら、処理後、

必ずそ の ドライブ装置か らテープ をデマウン トして元 の位置 に戻すもの とする。マウン

トジ ョブとデマウン トジョブの相違 は、テープ運搬の方向が、前者 はセルか らドライ ブ

装置で あるのに対 して、後者はその逆であることだ けで、そ の他の相違 はないもの とす
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る。

c.ア クセ ッサの待機点:各 アクセ ッサは、一つの運搬 ジョブの実行 を終了した ら、その終

点で次 のジョブが割 り当て られるまで待機するものとす る。

d.計 算機 ジ ョブの実行性能:ホ ス ト計算機のOSは 、計算機 ジョブの処理順序 に基づいて

テープのマ ウン ト/デ マウン ト要求 をだす。従 って、テープ運搬 ジ ョブを要求の発生順

に処理 しな いことが、計算機 ジョブの実行性能 を低下 させ ることがある。

〈操作変数〉

① 要求 されたテープに割 り当てる ドライブ装置、

② 運搬 ジ ョブを実行す るアクセ ッサ とその実行順序、

③ 干渉発生時の運搬 ジ ョブの中断 と実行の動作 シーケンス。

2.4干 渉 回避制御 方式

2.4.1基 本 的 考 え方

2.3節 で述べた操作変数 のうち、①および② は干渉そのものを回避するための事前策 で

あ る。これに対 して、③ は既に干渉が発生 した時 に極力その影響をな くすための事後処理

で ある。明 らか に、前者の方が後者よ りも大 きな効果 を期待できるため、前者 の干渉回避

策 に力点 をお く。 このように、ライブラリ装置 の干渉回避問題を 「要求 されたテープの処

理作業 を、干渉 を最小化する最適な ドライブ装置 とアクセ ッサに割 り当てる問題」 ととら

えれば、 これは一種 の作業割当問題(ジ ョブスケジュー リング問題)と みなす ことができ

る。そ して、作業の割 り当て方 と干渉 の発生 との関係をどのよ うにモデル化す るかが、 こ

の問題を解決す るうえで のポイ ン トとなる。

一般に、作業割 当問題 とは、作業群をサーバ群 により実行するとき、応答性能、処理性

能 な どの評価関数 を最適 にするよ うに、各サーバ における作業の処理順序を決定する問題

である。本 問題 は、作業 の到着の しかたにより、静的問題 と動的問題 とに分類 できる48。

静 的問題では、全ての作業がシステム内に同時 に到着す る。また、通常、作業の処理時間

も予め確定 して いる。 この問題 は、基本的 には組み合わせ最適化問題であ り、計算量の爆

発 を回避す る ことを主 目的 として、従来か ら活発に研究が行われて いる49。これに対 して、

動的問題では、作業 はシステム内 に断続的に到着 し、その到着時刻 については統計的な こ

としかいえない。 このため、動的問題は、組み合わせ最適化だけでな く、確率過程 の最適

制御問題 で もある。それだ けに、静 的問題に比べて解決が困難であるといえよ う50,51。こ

れ までに、作業 の到着過程 がボアソン分布で、処理時間が指数分布で ある ことを前提 とし
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て、先着順、後着順な どの限定 された割当方式を対象 としてのみ解析が行われている52。

ライブラリ装置の運搬 ジョブ割 当問題は動的問題 に属 し、次の理 由によ り従来の解析的

方法が適用できない。

(1)ラ イ ブラリに到着す る運搬ジ ョブの内容(始 点 と終点)が 不確定 で事前 に予測できな

い。

(2)ジ ョブの長 さ(運 搬時問)は 干渉の発生 に大きく左右され、 しかも、干渉が発生する

か否かは、ジ ョブの割 り当て方に依存する。

そ こで、ジョブ内容が不確定のもとで干渉の発生 を近似 的に予測す るヒュー リステ ィッ

クな方式を提案す る。 これを図2.3に 従 って説明す る。

X
●.レ:空 走行

図2.3ジ ョブの干渉 モデ ル

同時に実行す る2つ のジ ョブが干渉 しないための必要条件は、アクセ ッサ の待機点、お

よび、ジ ョブの始点 と終点 によって決まる各 アクセ ッサの動作領域が重複 しない ことで あ

る。 ここで、左側 のアクセ ッサが占有する動作領域 とは、ジョブ実行開始時のアクセ ッサ

の待機点、 ジョブの始点、終点の うちの最右点 とライブラリの左端 とにはさまれた領域で

ある。右側のアクセ ッサの動作領域 とは、待機点、始点、終点 のうちの最左点 とライ ブラ

リの右端 とにはさまれた領域である。 ところで、アクセ ッサの待機点はその直前に実行 し

たジ ョブに依存するため、同時 に実行 しよ うとす る2つ のジ ョブだけから干渉の発生 を予

測す ることは、厳密には困難である。 しか し、待機点 は、アクセ ッサがジョブを実行 開始

した直後 に離 れる点であるため、そ の点の周辺にアクセ ッサが留まっている時間は無視 し

得る。そ こで、ジョブの始点 と終点だけを考慮 して、次式 によ り干渉が発生 しないことを

判定する。 ここで、ライブラリ装置 の左端 を原点 として、水平方向に右 にのび るX座 標軸

を設定す る。
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min(XSI,XDr)一max(XS1,XD1)>L(2.1)

L:2台 のアクセ ッサが接近で きる限界距離

XS,:右 アクセ ッサが実行す る作業の始点のX座 標

XD,:右 アクセ ッサが実行する作業の終点のX座 標

XS1:左 アクセ ッサが実行する作業の始点のX座 標

XD且:左 アクセ ッサが実行す る作業の終点 のX座 標

以下 に、 この条件式 に基づいた干渉 回避制御方法を詳細 に述べる。

2.4.2制 御 方 式

本制御方式は、図2.4に 示すように、最適 ドライ ブ装置の選択、最適アクセ ッサへのジ

ョブ割 当、 アクセ ッサ の動作制御の3ス テップで構成す る。以下 に、各ステップの詳 細 を

説明する。

右アクセッサ

サのテ リ トリ

図2.4ラ イブラ リ装置の制御方式

(1)最 適 ドライブ装置の選択

要求 され たテープに ドライブ装置を割 り当てる時点で は、ジ ョブを実行するアクセ ッ

サ とジ ョブの実行順序はまだ決 まっていない。 しか し、問題の前提条件 により、ホス ト計

算機か ら要求 されるテープはライブラリの全ての収納セルか らランダム に選ばれ るため、
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ジ ョブスケジュー リングを行えば、 ライブラリの左半分 に収納 されているテープは左アク

セ ッサが運搬 し、右半分 に収納 されているテープは右アクセ ッサが運搬できる。すなわち、

図2.5に 示すように、ライブラリの収納セルを左右に二分 し、各々を左アクセ ッサ と右ア

クセッサのテ リ トリとするので ある。左右のアクセ ッサが常に自分のテ リトリ内で運搬ジ

ョブを実行できれ ば、干渉 は少な くなる。そ のために、要求 されたテープに対 して、その

収納位置 と同一 テ リトリにある ドライブ装置 を選択す る。さらに、仮に干渉が発生 しても

それ に伴 う待 ち時間を最小化するために、テープ収納位置か らなるべ く近い ドライブ装置

を選択す る。以上の議論 によ り、 ドライブ選択の基準は次の通 りである。

i)同 一テ リ トリ内 ドライブの選択:要 求 されたテープに対 して、そ の収納位置 と同一テ

リ トリ内の ドライブ装置 を選択す る。この際 なるべ く左右 のアクセ ッサの動作領域

が接近 しないように、ライブラリの左半分 に収納 されて いるテー プに対 しては、その

セルの位置よ りも左側 にある ドライブ装置 を選択 し、右半分 に収納されているテープ

に対 しては、そのセルの位置 よりも右側にある ドライブ装置 を選択す る。 この条件を

満たす ドライブ装置が一つもない場合 には、残 りの ドライブ装置の中か ら選択する。

ii)近 接 ドライ ブの選択:上 記i)の 条件 を満たす ドライ ブ装置が複数個 ある場合 には、

その中か らテープの収納位置 に最 も近接 した装置 を選択す る。また、条件 を満たす ド

ライブ装置がない場合 も同様 に最 も近いものを選択す る。

以上によ り、アクセ ッサ問の干渉発生 を低減できるとともに、アクセ ッサ の走行時間を

短縮する という付随効果 も得 られる。

～ 琶濾 一Y一一一ノ
左アクセッサのテリトリ 右アクセッサのテリトリ

図2.5ド ライブ装置選択の例

ドライ ブ装置選択の具体例 を図2.5に 示す。 この図は、ホス ト計算機か ら要求 されたテ

ープが図の● 印で示 される位置に収納 され、□印の ドライブ装置が未使用、 ■印の ドライ
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ブ装置が使用中であると仮定 した場合、各テープに対 して どの ドライ ブ装置 を選択す るの

かを示 した もので ある。例 えば、図2.5に おけるテープ⑤は左アクセ ッサ のテ リトリ内 に

収納 されているため、収納セルの左側 にあ り最 も近 い未使用 の ドライブ装置eを 選択する。

(2)最 適 アクセ ッサへのジ ョブ割当

要求 されたテープの運搬作業 は、アクセッサ に割 り当て られるべきジョブとして、実行

待ち行列 に格納 され る。 この中か ら、左右のアクセ ッサが互いに干渉する可能性が低 くな

るようにジョブを割 り当てることが必要 となる。ただ し、2.3節 で述べたよ うに、ホス ト

計算機OSの 定めたジョブの実行順序 を、極力遵守す ることが必要で ある。

前述 した ドライブ装置の最適選択を行 うことによ り、各ジ ョブは、左右の各 テ リトリ内

で実行できる干渉が発生 しにくいものとなっている。このため、常 に左右のアクセッサが、

各 々、自分のテ リトリ内のジョブを実行すれば、アクセ ッサの動作領域は重複せず干渉は

発生 しない。 ところが、次 のよ うな場合 に干渉が発生す る可能性がある。

a.境 界線付近でのジ ョブの実行:左 右のアクセ ッサが、各 々、 自分 のテ リ トリ内のジ

ョブを実行 した として も、2台 が同時に境界線付近でジ ョブを実行す る場合 には動

作領域が重複する ことが ある。

b.応 援 ジ ョブの実行:ホ ス ト計算機か ら要求 されるテープの収納位置 はランダムであ

るため、左半分に収納 されて いるテープ、あるいは、右半分 に収納 されているテー

プばか りが連続 して要求 され る場合がある。 このような場合、一方 のア クセ ッサが

他方 の応援 を行 うために境界線 を越えることがある。

最適 アクセ ッサへのジョブ割 当では、以上2つ の原因で発生する干渉を、次の方法 によ

り回避す る。

i)接 近 ジョブ実行 の回避:2台 のアクセッサが互いに接近 した位置でジ ョブを実行 しな

いよ うに、(2.1)式 の条件 を満たす ジ ョブを優 先 して割 り当てる。 この条件を満 たす

ジョブが複数個 ある場合 には、OSか ら指定された実行順序 を遵守す るために、マウ

ン ト/デ マウン ト要求 の到着順 に割 り当てる。また、特定 のジョブが後発のジョブに

追い越 され長時間実行を待たされる、いわゆる、沈み込みを防 ぐために、予 め定 め ら

れた回数以上 に先 を越 されたジョブは、その次の割 当時点 にて最優先で割 り当てるこ

とにす る。

ii)非 効率 ジョブの同時実行 の禁止:干 渉に伴 う待ちあるいは待避動作が多発す ることに

よって、2つ のジ ョブを並列に実行するよ りもシーケンシャルに実行す るほうが効率

が よい場合がある。すなわち、割 り当てようとしているジョブの始点 と終点 の両方 と
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も、ジョブ実行中のアクセ ッサの動作領域内にある場合である。従 って、 この場合 に

はアクセ ッサにジョブを割 り当てず、実行中のジ ョブが終了 した後でそ の保留 された

ジ ョブを割 り当てる。

図2.6ア クセッサ割当の例

アクセ ッサ割当の具体例を図2.6に 示す。 この図は、図2.5に おいて ドライブ装置 を選

択 した結果生 じた運搬 ジ ョブを、左右 どち らのアクセ ッサ に割 り当てるかを示 した もので

ある。図の横軸は時間の流れを示す。縦軸 は、各々、左アクセ ッサの実行する ジョブの割

当、右 アクセ ッサの実行するジョブの割 当、実行待 ち行列内のジ ョブを示す。例 えば、ジ

ョブ①が待ち行列 に入 った時点 を考える。左右 のアクセッサはともに無作業状態であるた

め、 どち らのアクセ ッサにも割 当可能であるが、ジ ョブ①は左アクセ ッサのテ リ トリ内の

ジ ョブで あるため、左アクセ ッサに割 り当て る。次に、ジョブ③が待 ち行列に入 った時点

を考える。左右のアクセ ッサはともに作業 中であるため、ジ ョブ③は待ち状態 となる。初

めに左アクセ ッサの作業が終 了するが、ジ ョブ③は右 アクセ ッサのテ リトリ内のジョブで

あるため割 当は行わない。そ して、右 アクセ ッサの作業が終了した時点で割 当 を行 う。

(3)ア クセ ッサの動作制御

以上に述べた2階 層の最適化 を行 うことにより、干渉発生の頻度は非常に低 くなるが、

それ をゼ ロにす ることはできない。そ こで、干渉が発生 した場合で もその待ち時間が極 力

短 くなるように、アクセ ッサの待ちと待避動作の実行 シーケ ンスを決定する。ただし、ア

クセ ッサの動作 を細分 して停止 と起動を繰 り返 して も、それ に伴 うオーバヘ ッドによ りか

えって性能が低下するため、次 のような単純な方法で制御する。

a.ア クセ ッサのジョブを、空走行動作(待 機点 か ら始点までテープを取 りに行 く動作)

と実走行動作(テ ープを始点か ら終点 まで運搬す る動作)と に分 け、各動作の開始

時 にだけ干渉が発生するか否かのチェックを行 う。
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b.各 アクセ ッサは、自分が動作 を開始 する前 に、最悪の場合 に相手 とどの くらい接近

す るかを見積 もる。その結果、干渉が発生する場合は相手の動作終 了 を待つ。 この

時 に、待機点が相手の動作領域内にある場合 は、領域外 まで移動 してそ こで待機す

る(こ れ を待避 とよぶ)。 そ うでない場合は動作を開始する。 このように待避動作を

行 うことによ り、アクセ ッサのデッ ドロックを防止す ることができる。

具体的 には、次式 によ り干渉が発生 しないことを判定す る。

min(XPr,XDr)一maX(XP1,XD1)>L(2.2)

L:2台 のアクセ ッサが接近できる限界距離

xp,:右 アクセ ッサの現在位置のX座 標

XD,:右 アクセ ッサが実行中あるいは実行 しよ うとしている動作の 目標位置 のX座 標

XP1:左 アクセ ッサの現在位置のX座 標

XDI:左 アクセ ッサが実行 中あるいは実行 しようとしている動作の 目標位置のX座 標

2.5評 価

2.5.1評 価 条件

以上 に述べた制御方式の効果をシミュレーションにより評価する。評価条件は表2.1に

示す通 りで ある。以下 にその概要 を説明する。

(1)利 用形態

ライ ブラリ装置 の利用形態を、 「ホス ト計算機か らの要求がいつ発生 し、各要求 にお い

て何巻 のテープに、 どの くらいのデータ量 をリー ド/ラ イ トす るか」、すなわち、入出力

要求発生間隔、同時要求テープ巻数、テープ1巻 あた りの リー ド/ラ イ トデータ量 という

3項 目のデー タによ りモデル化する。 この3項 目のデータが具体的に どのような値 をとる

かは、ライブラリ装置 をどういう目的で利用するのかによって種 々に異なる。 ライ ブラリ

装置の利用 目的 として典型的なものは、バ ッチジ ョブの自動実行 とデー タベースの自動バ

ックアップである。バ ッチジョブの自動実行に利用する場合 は、入出力要求 は不定期 に発

生 し、各要求で用いるテープの巻数、り一 ド/ラ イ トデータ量 もランダムな値 をとる。 こ

れ に対 して、データベースの自動バ ックアップに利用す る場合は、入出力要求 は連続的に

発生 し、各要求ではテープを1巻 ずつ用いてテープエン ドまでデー タをライ トする。前者

の利用形態は後者 に比べてテープの運搬ジ ョブを頻繁 に必要 とするため、干渉 が発生 しや

す い。そ こで、悪条件のもとでの効果 を調べるために、前者 の形態 を想定 して評価 を行 う。

具体 的には次の条件で行 う。
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・入出力要求 の発生はボアソン過程 に従 う。

・1回 の入出力処理 では1巻 か ら5巻 までのテ ープをランダムな数だけ要求す る。

・テープに リー ド/ラ イ トするデ ータ量はOMBか ら200MB(テ ープの最大容量)ま

での値 をランダムにとる。

・要求 され るテープはライ ブラリの全セルにランダムに収納 されているもの とする。

(2)ハ ー ド諸元

ライブラ リ装置のタイプは、テープ6500巻 収納、 ドライブ装置32台 搭載 の最大構成

タイプとす る。アクセ ッサの走行特性は表2.1に 示す通 りであり、起動時の加速 と停止時

の減速は線形的に行 うもの とする。 ドライブ装置の動作特性 も表2.1に 示す。テープ装着

および取外 し時間 は一定であ り、 リー ド/ラ イ ト時間および巻戻 し時間は処理データ量に

比例する ものとす る。

表2.1評 価条件

# 条件項目 値

1 利用形態 入出力要求発生間隔 平均 λ【回/分]の指数分布

同時要求テープ巻数 1・5[巻/回]の 範 囲で 一様 分布

1巻 あた りRバVデ ータ量 0-200[MB]の 範 囲 で一様 分布

テープ収納位置 全棚に一様分布

2 ハー ド諸元 ライブラリ製品タイプ 最 大構 成 タイ プ

幅:16[m]、 奥行:1.4[m},高 さ:1.9[m】

ドライ ブ装 置32台

MTコ ン トロー ラ:4台

アクセ ッサ性能 走 行速 度:(水 平)1.5[m/秒]

(垂 直)1.0[m/秒 】

加 速 時間:0.8[秒 】

減 速 時間:1.4[秒]

ドライブ装置性能 テー プ装着 時 間:10[秒 】

テー フ数 外 時 間:10[秒]

デー タ転 送時 間:2.7【 秒]

テー プ巻 戻時 間:Max.40[秒 】

(3)比 較対象

提案 した制御方式 を次の三つの方式 と比較する。

a.ジ ョブ割 当単独方式:問 い合わせ ドライ ブ決定方式 によ り、最適な ドライ ブ装置 を

選択す る効果 をみるために、 これを行わず にアクセ ッサへの最適ジ ョブ割 当だけを
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b.

C.

行 う方式を評価す る。

待機予備方式:従 来方式 と比較す るため に、アクセ ッサ1台 でサー ビスする待機予

備方式を評価する。

FIFO方 式:ア クセ ッサ2台 を最悪な制御方法で並列動作 させる場合の性能 をみ

るた めに、 ドライブ装置 をランダムに選択 し、アクセ ッサに対 してジョブを到着順

に割 り当て るFIFO(FirstIn:FirstOut)方 式 を評価す る。

2.5.2評 価 結 果

図2.7に 応答時間、図2.8に テ ープ運搬 ジョブの処理時間の評価結果 を示す。グラフの

横軸はマ ウン ト要求 の到着率を示す。 ここで、マウン ト要求 の到着率 とは、計算機 ジョブ

か らの入出力要求の平均発生率 と、一回あた りの入出力要求で使用する平均テープ巻数 と

の積である。また、各マウン ト要求 に対応 して、デマウン ト要求が、テープ装着 、リー ド

/ラ イ ト、テー プ取外 を行 った後に発生するもの とする。
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+ジ ョブ割 当単独方式 一●一提案方式

図2.7応 答 時間 のシミュレーション結 果

図2.7を 見 ると、提案方式 は他 の三つの方式 に比べて応答時間 を大幅に低減できること

がわか る。提案方式では、ホス ト計算機か らのマウン ト要求の到着率が4.0【 巻/分]ま で

は、要求 されたテー プを平均40秒 以下でマウン ト完 了できる。 これ に対 して、待機予備

方式 およびFIFO方 式では、マウン ト要求 の到着率が1.0【 巻/分]付 近 の低 い レベルで
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も40秒 以上の応答時間がかか り、到着率が2.0【巻/分 】を越えると、もはや実用的な時間

では処理不可能 となって しまう。ジ ョブ割 当単独方式では、待機予備方式およびFIFO

方式 に比べて性能の向上がみ られるが、せいぜい、アクセ ッサ1.5台 分 の処理性能である

3.0[巻/分]し か処理で きない。 これに対 して、提案方式で は、2台 のア クセ ッサが ほ と

ん ど干渉す ることな く並行動作す ることがで き、4.0[巻/分]ま で処理で きる。また、図

に示すように、FIFO方 式は干渉 に伴 う待ちお よび待避動作が多発す るため、アクセ ッ

サ1台 でサー ビスする待機予備方式よ りも性能が悪 くなる。

このように提案方式の効果が顕著なのは、図2.8に 示すように、マウン ト要求 の到着率

が増加 しても干渉 をほぼゼ ロに抑 え、ジョブ処理時間を10秒 以下 に保てるか らである。

これ に対 して、他 の方式 では、マウン ト要求の到着率が低 い時点で もジョブ処理時間が提

案方式 の1.5倍 以上に もなる。そ して、到着率が増加す るのにともなって着実 に増加 して

しまう。以上によ り、干渉回避のための ドライブ装置選択およびアクセ ッサ割 当が効果的

に働いている ことがわかる。
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図2。8運 搬ジョブ処理時間のシミュレーション結果

2.6結 言

本章では、計算機入出力装置の一種で あるカー トリッジ磁気テー プライブラリ装置 の共
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有 リソースの競合回避 を題材 として、段階的にヒュー リスティックスを適用す るジ ョブ管

理方式の開発方法 を検討 した。まず、テープ運搬 ジ ョブの割 当問題 を、①最適 ドライブ装

置の選択、②最適アクセ ッサへのジ ョブ割当、の2つ のサブ問題に分割 した。そ して、最

適 ドライ ブ選択 において左 アクセ ッサのテ リトリ(ラ イブラリの左半分領域)ま たは右ア

クセ ッサのテ リ トリ(ラ イブラリの右半分領域)だ けで実施で きる運搬 ジョブを生成 し、

最適アクセ ッサ割 当において左右のアクセ ッサ に自分のテ リ トリのジョブを割 り当て る方

針 をとった。 これ によ り、2つ のサブ問題が相互作用の少ない単純な ものとな り、 ヒュー

リスティ ックスを適用 して解 くことができるようになった。また、問題 を分割 しない方式

に比べて、アクセ ッサ間の干渉 を大幅 に低減でき、応答性能 とスループ ットを向上 した。

本章で提案 した制御方式 は、左右2台 のアクセ ッサを対象 としたものである。 しか し、

各アクセ ッサに対 してテ リ トリを設定 して ドライブ装置選択 とアクセ ッサ割 当を行 う方式

は、アクセ ッサ の台数がn台(n>2)と なって も適用可能である。今後、よ り多 くのア

クセ ッサ を必要 とす る大規模な ライブラリ装置への適用 を検討する。

本制御方式は(株)日 立製作所のカー トリッジ磁気テー プライブラリ装置に搭載され、

多 くの顧客サイ トで稼働中である53。
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第3章 ジ ョブの干渉回避スケジュー リング

方式の確率ペ トリネ ッ トを適用 した

性能解析

3.1緒 言

本章では、共有 リソースの競合によるジョブの干渉 を回避す るための ヒュー リステ ィッ

クなスケジュー リング方式 を対象 として、その評価方法を検討する54,55,56。

分散処理 システムでは、共有 リソースの競合によるジョブ間の干渉がシステム性能低下

の大 きな要因 となることが多い。そ して、 リソース競合を解消するために、ジョブスケジ

ュー リング方式 をいかに最適な ものとするかが課題 となる。 このため、システム計画 、設

計の段階で、考案 されたスケジュー リング方式の代替案 を比較評価できることが必要 とな

る。

ジョブが ランダムに到着 し、その処理時間が一定でな く、複数の リソースにより構成 さ

れるシステムの性能評価 は、従来か ら、待ち行列ネ ットワークを中心 とした確率理論 を適

用 して行われていた22,23,57,58。しか し、ネ ッ トワー クの各 ノー ドにおいて リソースの割 当

制御(す なわ ちスケジュー リング)を 行 う場合、 システムの状態 によ りノー ドのルーティ

ングを変更す る場合な ど、実用上頻繁 に現れ る条件下 において、解析的な解法が開発 され

ていない。また、モデル自体 に、ジョブ間の同期、 リソースの排他な どを表現するための

機能がない。 このため、その適用は狭 い範囲に限定される。本章で対象 として いるヒュー

リスティ ックなスケジュー リング方式の評価 を、従来の待ち行列ネッ トモデルで解析す る

ことは困難である。一方 、離散シミュレーシ ョンによる評価は、汎用言語やシミュレーシ

ョン言語 を用 いた コーデ ィングに基 づ くため、そのモデル化範 囲は広い59,60,61。しか し、

モデル作成、プログラム開発 、シミュレーシ ョン実施、結果の解釈等 に膨大な工数 と経験

を必要 とする という問題点がある61。

上述 の待ち行列ネ ッ トモデルの問題点 を解決 しようとす るものが、1982年 にテキサ ス

大学 のM.K.Molloyに よって提案された確率ペ トリネッ ト(SPN:StochasticPetriNets)
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である62,63,64。SPNは 、従来 のペ トリネッ トの全ての トランジションに指数分布 の発火

確率 を設定 し、条件が成立 した後 に瞬時 に発火す るのでな く、与え られた指 数分布確率 に

従 って遅延 して発火するようにしたものである。SPNの 特徴 は次の通 りで ある。

(1)強 力なモデル化能力:ペ トリネッ トのモデル化能力は高 く、それはチュー リング機械

と等価 である6こ6◎67。SPNは 、 この能力を引き継 ぐとともに、確率過程 をモデル化

できる能力をもっている。

(2)マ ルコフモデル と同等な解析能力:マ ル コフモデル を適用するためには、システム状

態を漏れな く洗い出す こと、および、それ ら状態間の遷移関係 と遷移確率 を見 いだす

ことが課題 となる2,50。SPNで システムをモデル化すれば、そのモデルか ら機械 的

な操作でマル コフモデルを作成する ことができる62。

SPNに よれば、 ジョブの到着状況、 リソースの割 当状況、および、それ らに基づ くジ

ョブの流 れをモデル化す ることができ、本章で対象 とするようなスケジュー リング方式の

モデル化 も理論的 には可能である。すなわち、ペ トリネッ トのプレースにより条件を、 ト

ランジシ ョンによ り事象 を記述 する ことによ り、「もし～ という条件が成立すれば、～ と

いう事象 が発生す る」 というプ リミティブな論理 を表す ことができる。 これ を組み合わす

ことによ り、複雑なスケジュー リングの論理 を構成する。 しか し、 このような方法でスケ

ジュー リング方式 をモデル化 して解析する場合、障害 となるのは複雑性の問題である。ペ

トリネッ トの要素で あるプレース、 トランジションな どの個 々の記述能力は、プログラミ

ング言語 に例えれ ばアセ ンブラ程度であるため、上記の方法で作成するモデルは膨大 なプ

レースと トランジシ ョンを伴 う。 このため、モデル化 自体が難 しいとともに、仮 にモデル

化できた として もそ の解析 は事実上不可能である。スケジュー リング方式の解析 にSPN

を適用するため には、モデルの規模 をいか に縮小す るかが課題 とな る。

本章では、共有 リソースの競合によりジ ョブの干渉が発生するシステムを対象 として、

そ の干渉回避 スケジュー リング方式の解析方式 を提案す る。提案方式では、まず、着 目し

ているスケジュー リング方式がシステム状態(ジ ョブの到着状況、 リソースの割 当状況な

ど)に 応 じて どのような処理性能 を実現す るかとい う性能関数を導 く。そ して、 この性能

関数 を確率ペ トリネ ッ トモデルに組み込む ことによ りモデルの規模 を縮小する。さ らに、

提案方式 を磁気テープ ライブラリ装置の制御方式の性能解析に適用 して、そ の有効性を示

す 。
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3.2ス ケ ジュー リング方式性能解 析問題

ジョブの実行 と制御 をつかさどるメイ ンリソースが複数あ り、それ らがジョブの処理内

容に応 じて各種のサブ リソースを使用 して並列 に処理 を進めるシステムを考える(こ れ を

分散処理 システム とよぶ、図3.1を 参照)。 例 えば、マルチ プロセ ッサシステムでは、 メ

イ ンリソース はCPUで あり、サブ リソースは共通テーブル、バ ッファなどである。ジョ

ブの干渉 とは、複数個 のジョブが並列処理 中に同時に同一のサブ リソースにアクセス した

ため、その うちの1つ のジョブだ けが処理 を続行でき、他 のジョブはそのサブ リソースが

空 くまで処理 を中断 して待 たなければな らない状況 をいう。

キ ュー メイ ンリソース

o● ⑭ ●

⑳

ジョブ サ ブ リソー ス

到着時間間隔、処理時間は指数分布に従う。

グループごとに異なるサブリソースを使用。

図3.1分 散処理 システム

メインリソースは、ジ ョブを割 り当て られてか らそれが終了するまで他のジョブを処理

しないもの とす る。従 って、一つのジョブの実行 によ りメイ ンリソースが占有 される時間

は、メイ ンリソースが単独で処理 を行 う時間、サ ブリソースを使って処理を行 う時間、サ

ブ リソースの競合待ち時間、の3つ の時間の和である。干渉回避スケジュー リングとは、

サ ブリソースの競合 を回避 してメイ ンリソースの占有時間 を最小化す ることを目的として

いる。そ して、、そのためにメイ ンリソースの実行待ち行列内 にある各種 ジョブの中か ら最

適な ものをメインリソースに割 り当てる。
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以下に、ジョブ、メイ ンリソース、サブ リソース、干渉回避スケジュー リングを定義す

る。

a.ジ ョブ

・対象 とす るシステムはオー プン系で あ り、ジ ョブは外部か ら到着 してシステム内で処理

された後 に再 び外部 に出て いく。

・ジョブはその処理内容によ り複数個 のグルー プに分類する ことができ、各グループごと

に使用す るサ ブリソースのタイ プと数が予め決 まっている。

・ジョブの到着時間間隔 と処理時間の分布 は指数分布 に従 う。また、グループ ごとのジ ョ

ブ数の割合は事前 にわかっている。

b.メ イ ンリソース

・メイ ンリソースは複数個 あ り、 これ らによ り、与え られたジョブを並列 に実行す る。ま

た、全 てのジ ョブは どのメイ ンリソースで も実行できる。

c.サ ブ リソース

・サ ブリソースは複数のタイ プに分けることができ、各タイプごとに複数個ある。各 ジョ

ブはそ の処理 内容 に応 じたタイプのサブ リソースを使用する。

・1つ のサ ブリソースは、同時 には1つ のジョブだけが使用できる。従って、ある1つ の

サ ブリソースに対 して複数 のジ ョブか ら同時にアクセス要求が発生 した場合 、そのうち

のただ1つ のジ ョブだけがアクセス権 を獲得 できる。

d.干 渉回避スケジュー リング方式

本章で対象 とす るジョブスケジュー リングを次 のように定義する。

〈 目的関数〉

分散処理 システムにおけるジ ョブの滞留時間を低減 し、スループ ットを向上す るため に、

サ ブリソースの競合 を起因とす るジ ョブ間の干渉 を回避すること。

〈制約条件〉

メイン リソースの実行待ち行列内のジ ョブ数 とそ の所属グループ、メイン リソースで処

理 中のジ ョブ数 とその所属 グループ、および、使用 中のサブ リソースの数 とそのタイプを

観測可能 とする。

〈決定変数〉

メイ ンリソースにおけるジョブの実行順序。
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本章では、以上 に述べた分散処理 システムのスケジュー リング方式の代替案が与 えられ

た時 に、それ らの代替案の性能解析方法 を考 える。

3.3確 率 ペ トリネ ッ ト適用解析方式

3.3.1考 え 方

スケジュー リング方式の性能解析では、ジ ョブをどの くらいの時間で処理で きるか とい

う性能面だけをモデル化すればよく、スケジュー リング論理を忠実 に模擬す るようなモデ

ル を作 る必要はない。そ こで、本章で提案す る解析方式で は、スケジュー リング方式 の各

代替案 ごとにシステム状態 とそ の時 のジョブ処理性能 との関係 を導 く。これ を性能関数 と

よぶ。スケジュー リング方式を この性能関数 によ りモデル化す ることで、分散処理 システ

ム全体 のSPNモ デル を解析可能な規模のもの とすることがで きる。すなわち、次の2段

階 の方法で分散処理 システムの性能評価モデルを作成す る。

(1)ス ケジュー リング方式 を性能関数 としてモデル化する:図3.1で 定義 した分散処理 シ

ステム において、 ジョブの到着状況、ジョブの処理状況、 リソースの割 当状況な どの

システム状態が与 えられた時、各スケジュー リング方式によればジ ョブをどのくらい

の性能で処理できるかという性能関数を求め る。 この性能関数が、各 スケジュー リン

グ方式の性能解析モデル となる。 これによ り、スケジュー リング論理を明示的 に記述

する必要がなくな る。

(2)性 能関数 を利用 してSPNモ デル を作成する:分 散処理 システムをSPNで モデル化

す る。 この際、(1)で 求 めた性能関数 を、ジ ョブの処理終 了を表す トランジションの

発火率 としてモデル に組み込む。

このようにして作成 したSPNモ デルは機械的操作 によ りマルコフモデル に変換する こ

とができ、マルコフモデルの解析手法 を適用 して解析することができる。

以上に述べた方式 を、次に詳細 に説明す る。

3.3.2解 析 方 式

(1)ス ケ ジュー リング方式のモデル化

3.2節 で述べた問題の前提 によ り、あるスケジュー リング方式をとった場合、サ ブリソ

ースの競合が発生するか否かは次の3種 類の状態SQ 、SM、SRに よ り決 まる。そ して、

サブシステム全体 の状態Sは 、 これ らの直積SQ×SM×SRに よ り記述できる。

・メイン リソースの待 ち行列 におけるジョブの到着状況:
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SQ={Q1,Q2,…Qx}

Qj:ジ ョブ グル ー プjG=1,2,…,x)に 属 す る ジ ョ ブの うち、 メイ ン リソー ス の 待 ち行

列 内 にあ る ジ ョブの数 。

・メイ ン リソース の割 当状況:

SM={Ml,M2,…,MX}

Mj:ジ ョブ グルー プjG=1,2,…,x)に 属 す るジ ョブ の うち、 メ イ ン リソ ー スで 処理 中

の ジ ョブ の数 。

・サ ブ リソー スの割 当 状況:

SR={R1,R2,…,Ry}

Rk:リ ソース タ イ プk(k=1,2,…,y)に 属 す るサ ブ リソー ス の うち 、使用 状 態 に あるサ

ブ リソー スの数 。

状態Si∈Sに お いて サ ブ リソー ス の競 合 が発 生 す る と、1ジ ョブ あた りの メイ ン リソ

ー ス の 占有 時 間 はサ ブ リソー ス の競 合 待 ち時 間 だ け増 加 す る。従 って 、状 態Si∈Sに お

け るメイ ン リソー スの 占有 時間TPiは 次式 で表 せ る。

TPi=TM十TR十TW;(3.1)

TM:メ イ ン リソー ス単 独処 理 の平均 時 間。

TR:サ ブ リソー ス使用 処理 の平均 時間 。

TWi:状 態iに お けるサ ブ リソース の競合待 ち時 間。

ここで 、TWiは 上 記 の3種 類 の状 態SQ、SM、SRに よって決 ま るsiに 応 じて 変化 す

る。

と ころが 、上 記 の よ うにジ ョブグルー プ と リソー ス タイ プ を区別 す るよ う に状態 を設 定

した 場合 、 状態 数 はそ れ らの組 み合 わせ によ り指 数 関数 的 に増 大 して しまう。 そ こで 、以

下 に状態 数 を削 減す る方 法 を述 べ る。 まず 、前節 で述 べ た よ うに、最 終 的 に解 析 した い の

は ジ ョブ、リソー ス の タイ プの 区別 を しな いシス テム 全体 の処 理性 能 で あるか ら、ジ ョブ、

リソー ス の個 数だ け を考 慮 して モ デル を作成 す る。 す なわ ち、サ ブ シス テム の 状態 を次 の

3つ の要 素 によ り記 述 す る。

・Q:メ イ ン リソー ス の待 ち行 列 内 にあ るジ ョブ の数 。

・M:メ イ ン リソー スで 処理 中 のジ ョブ の数。

・R:使 用 状 態 に あるサ ブ リソー ス の数:。

問題 の前提 に よ り、 ジ ョブ グルー プ ごとの ジ ョブ数 の割 合 は与 え られて いるか ら、 あ るジ

ョブ が ジ ョブ グル ー プjG=1,2,…,x)に 属 す る確 率 は予 め わ か る。 また 、 ジ ョブ グルー プ

ごとに使用 す る リソー スの タイ プ と数 が与 え られ て いるか ら、 使用 状態 にあ るサ ブ リソー
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スが リソースタイプk(k・=1,2,…,y)に 属する確率 も予めわかる。従って、(Q,M,R)を

もとに上記の(SQ,SM,SR)を 確率的 に予測す ることができる。さ らに、同様 の理

由によ り、使用中のサブ リソースの数Rは 、メイ ンリソースで処理 中のジョブ数Mに より

確率的に予測 できる。

以上 によ り、サ ブシステムの状態Si∈Sは(Q,M)に よ り記述できる。従って、上

記(3.1)式 のTPiを 、待 ち行列で実行待ち中のジ ョブの数Qと 、メイ ンリソースで処理 中

のジョブの数Mに 依存す る関数で次式のように記述することができる。

TPi=f(Q,M)(3.2)

そ して、あるスケジューリング方式 をとった場合の単位時間あた りのジョブ処理数、すな

わち、性能関数は、メイ ンリソース占有時間の逆数(TPグ1と なる。図3.2は 性能関数の

イ メージを示 したもので あり、メインリソースの待 ち行列中のジョブ数Qと 処理 中のジ ョ

ブ数Mに 応 じて、単位時間あた りの処理数(TPJ　 1の値が決 まる。

処理性能(TPJ-1

処理中

ジョブ数M

待ちジョブ数Q

図3.2性 能関数のイメージ

(2)SPNモ デルの作成

上記(1)に よ り導 いた性能関数 を使 って、図3.3に 示す ように分散処理 システムのSP

Nモ デル を作成す る。本モデルでは、待ち行列で実行待 ち中のジョブをプ レースPoで 、

メイ ンリソースで処理 中のジ ョブをプレースAlで 表す。そ して、Poの ジョブ数:をmo.

p1の ジ ョブ数 をm1と する。 また、p2、p3は 、各々、po、p1の 容量 を制限するため

の相補的なプ レースであ り、待ち行列内の空き席の個数 と空き状態 のメイ ンリソースの個

数 を示す。システム外部か らのジ ョブの到着 は トランジションtoで 表 し、λ0がそ の到着
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率 を示 す 。 ジ ョブ の処 理 終 了 はt2で 表 し、 λ1が ジ ョブの性 能 関数 で あ る(TPJ-1を 示

す 。 また 、t1は メイ ン リソー スへ の ジ ョブの割 当 を表す 。

図3.3分 散処理 システムのSPNモ デル

上記 の(1)、(2)に よ り作成 したSPNモ デル を次 の方法で解析す る。す なわ ち、 まず 、

このSPNモ デルをもとに分散処理 システムの状態遷移図 を作成す る。これ は、ペ トリネ

ッ トの可到達 グラフ作成アルゴ リズム を適用 して、機械的操作によ り行 うことができる。

次 に、マルコフモデルの解析手法 に従って、 この状態遷移図か ら個 々の状態 の存在確率 を

求める。そ して、Li七tleの 公式 を適用 して、ジョブのター ンアラウン ドとスループ ットを

算出す る22・62。

3.4磁 気テ ー プライ ブ ラ リへの適 用

本 節では、3.3節 で提案 した解析方式 を磁気 テープライブラリ装置 の制御方式の性能評

価 に適用 し、その有効性 を検討す る。

3.4.1制 御 方 式 の解 析

第2章 で述べたように、磁気テー プライブラリ装置では、運搬ジ ョブの干渉 は レール の

競合 によ り発生す る。 このため、2台 のアクセ ッサ をメイ ンリソース に、レール上に設定

した左右2つ のテ リトリをサ ブリソース に対応づ けることによ り提案方式 を適用する。 シ

ステムに到着 した運搬 ジ ョブは、2台 のアクセ ッサのいずれかによ り実行する。 この際、

実行す る運搬 ジョブの始点 と終点に応 じて、左、右、あるいは、それ ら両方のテ リトリを

占有す る。前章で述べたQ、M、Rは 、各々、実行待ちジ ョブ数 アクセッサで処理 中の

38



ジ ョブ数、 占有 されて いるテ リ トリの数 に対応す る。ただ し、到着 したジョブが どのテ リ

トリを使用するかは、どのテ リ トリの ドライブ装置が空 いているかにより決まる。 このた

め、到着 したジ ョブが どのジョブグルー プに属す るかの確率は、処理中の ドライブ装置台

数の関数 となる。以下 に具体的な解析方法 を述べ る。

(1)制 御方式 のモデル化

ジョブグループを次のように定義 し、到着 したジョブがそのジョブグルー プに属ず る確

率 を算 出する。

・Lグ ループ:左 テ リトリだけで実行す るジ ョブのグループ

・Rグ ループ:右 テリ トリだけで実行す るジョブのグループ

・Wグ ループ:左 右のテ リトリにまたが って実行するジョブのグループ

まず、 ドライブ装置の最適選択制御を行 う場合 について、各 グループに属するジョブ数

の割合を算 出す る。Nd台 の ドライ ブ装置 のうちm2台 が処理中である時 にテープの入出

力要求が発生する と、残 りの(Nd-m2)台 の中か らドライブ装置を選択する必要がある。

この際、(Nd-m2)台 の ドライブ装置全てが要求 されたテープ と異なるテ リトリにある

場合 には、ジ ョブはWグ ループになる。前章で述べたように、ライ ブラ リ装置は左右対称

の構造で あるため、各 ドライブ装置が左右のテ リ トリに一様に設置 されていると仮定でき

る。従 って、処理 中の ドライブ装置が全体 の半数 を越えた時、すなわち、m2/Nd>0.5

の時 にこのような状況が発生す る可能性がある。そ して、任意の ドライブ装置が要求 され

たテープ と異なるテ リトリにある確率 は0.5で あるか ら、(Nd-m2)台 全てが異な るテ

リ トリにある確率は0.5N・ 一m・となる。それ以外の場合 、すなわち、m2/Nd≦0.5に は、

ジ ョブは必ずLあ るいはRグ ループにな る。以上 によ り、ジョブがLあ るいはRグ ルー プ

に属する確率PDは 次式で表す ことができる。また、ジョブがWグ ループに属する確率 は

(1-PD)と な る。

PD={轡 恥 留 繍(3.3)

これに対 して、 ドライブ装置 をランダムに選択 した場合 には、確率PDは 処理中の ドラ

イブ装置 の台数に依存せず一様 に0.5と なる

以上の前提のもとに、アクセッサへのジ ョブ割 当方式の性能関数を求 める。まず、最適

ジョブ割 当を行 う場合 を考 える。ジョブの干渉 を回避で きるのは、待 ち行列内にLあ るい

はRグ ルー プに属するジョブが少な くとも一つあり、 しか も、そのテ リトリを担当するア

クセ ッサが他のジ ョブを実行中でない場合である。左右 のアクセ ッサが両方 とも無作業 中

である場合 には、待ち行列内にLあ るいはRグ ループに属するジョブが少な くとも一っ あ
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ればジョブの干渉 は発生 しない。これ に対 して、いずれか一方のアクセ ッサが作業 中であ

る場合 には、作業中のアクセ ッサが 自分 の担当テ リトリのジョブを実行中で あり、しかも、

待 ち行列内に割 当対象 としているアクセ ッサのテ リ トリのジ ョブが少な くとも一つ存在す

る ことが必要 である。待 ち行列内にmo個 のジ ョブがある場合 に、その中の任意 のジョブ

が着 目しているアクセ ッサのテ リ トリのものである確率は0.5・PDで あり、そ うでない

確率 は(1-0.5・PD)で ある。従 って、mo個 のジョブのうち少な くとも一つが着 目し

て いるアクセ ッサの担 当テ リトリのものである確率PTは 次式 によ り計算できる。

PT=1一(1-0.5・PD)m。(3.4)

作業中のア クセ ッサが 自分のテ リトリのジョブを実行 している確率 もこのPTと 同じで

ある と見なせ るため、2台 のアクセ ッサが両方 とも稼働 中の場合、すなわち、m1>1の

時、それ らが干渉 しない確率はPT2と なる。1台 だけ稼動 している場合、干渉 は発生 し

な い。従 って、2台 のアクセ ッサが干渉 しない確 率PAは 次式で表す ことがで きる。

PA=PTZ(ml>1)(3.5)

1(ml<_1)

これに対 して、先入れ先出しによ りジ ョブを割 り当て る場合、PTの 値は待ち行列の状

態 に依存せず一様 に0.5・PDと なる。 この場合 も同様に、2台 のアクセ ッサが干渉 しな

い確率PAは 、(3.5)式によ り求めることができる。

さて、干渉が発生 しな い場合の平均運搬 時間 をtoと し、干渉が発生 した場合 の平均運

搬時間 をα ・toと する と、アクセッサ の平均運搬時間TPは 次式で表せる。

TP=to・PA十 α ・to・(1-PA)(3.6)

ここで、 αは問題 に応 じて決 まるパ ラメータである。今回の解析では、干渉発生時には一

方 の処理 が他方の処理 開始か ら終了まで常に待た されるとい う最悪の場合 を想定 して、 α

=2と す る。アクセ ッサの性能 関数は(3.6)式で求 めたTPの 逆数(TP)一1と な る。

以上 によ り、ア クセ ッサの性能関数 を、待ち行列 内のジ ョブ数mo、 稼働 中のアクセ ッ

サ台数m、 、処理 中の ドライブ装置台数m2の 関数 としてモデル化できる。

(2)SPNモ デル の作成

磁気テープライブラリ装置の制御方式 を評価す るためのSPNモ デル を図3.4に 示す。

図3.4に おいて、破線で囲んだ部分がアクセッサ によるジョブの並列処理 とそれ に伴 う干

渉の発生 を表す。プレースPoは ドライ ブ装置およびアクセ ッサの実行待 ち状態であ り、

p1は アクセ ッサで運搬 中の状態、p2は ドライブ装置で処理中の状態である。また、プレ

ースp
3、P4、p5は 、各 々、待ち行列 の空席の数、空 き状態 のアクセ ッサ台数、空 き状
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態 の ドライブ装置台数 を示す。

一方、 トランジションtoは サブシステムへのジョブの到着 を表 し、tlは ドライブ装置

とアクセ ッサが両方空 いている時 にアクセ ッサ にジ ョブを割 り当てることを表す。t2は

アクセ ッサの運搬 ジ ョブ終 了を表す と同時 に ドライ ブ装置の入出力処理開始 を表す。t3

は ドライブ装置 の入出力処理終了を表す。 これ らのうち、t、 は条件が満た されれ ば瞬間

的に発火するが、to、t2、t3は 遅延 を伴 う。その遅延時間はランダムであ り、指数分

布で近似 できるもの とする。そ して、 λ0は 処理要求の平均到着率 、m、 ・λ、はアクセ ッ

サ群全体 の処理性能、m2・ λ2は ドライブ装置群全体 の処理性能 を示す。 λ、はアクセ ッ

サ1台 分 の処理性能、すなわち、(1)で 求めた性能関数(TP)一1で あり、m1は アクセ ッサ

の稼働台数である。また、 λ2は ドライ ブ装置1個 分 の処理性能で あり、m2は ドライブ装

置 の稼働台数 である。

キ ュ ー アクセッサ

λo

to

Po
t,

P3

P1

m,.1,

t2

Pa

ドラ イ ブ装 置

m2.1z

tgP
2

P5

図3.4磁 気テープライブラリ装置のSPNモ デル

(3)モ デルの解析

a.可 到達グラフの作成:図3.4の モデルを次々に発火させて、可到達 グラフを作成す る。

その結果 を図3.5に 示す。プレースp3,p4,p5の トークン数 は、各 々、po,p、,

p2の トークン数に連動 して決 まるため、図3.5で はPo,p1,p2の トークン数だけ

を示 している。作成 した可到達 グラフはマルコフモデルにおける状態遷移図を示す。

b.存 在確率の算出:図3.5の 状態遷移図では、ある状態か ら他の状態への遷移速度の総

和は、他 の状態か らそ の状態への遷移速度の総和に等 しい、という保存則が成 り立つ50。

この関係 に基づいて多元一次連立方程式をたてて各状態の存在確率を求 める。

c.ス ループッ トおよびター ンア ラウン ドの算 出:前 記bで 求めた状態の存在確率をもと
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に、着 目している系内、すなわち、待 ち行列 プレースPoと アクセ ッサ プレースp、 に

存在す る平均 トークン数Nを 求める。次 に、着 目している系が単位時間あた り何個 の

要求 を処理できるか、すなわち、系のスループ ッ トλを求める。 この時、バ ッファプ

レースPo内 の トークン数がその容量に達 している場合には、系外か ら要求が到着 して

も受 け付 け られない ことに注意す る。最後 に、Li七tleの 公式 を適用 して、次のように

ター ンアラウン ドを算出する。

T=N/λ(3.7)
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図3.5SPNモ デルの状態遷移図

3.4.2提 案 解 析 方 式 の効 果

まず、提案 した解析方式による評価結果の妥 当性について述べ、次 に、モデル縮退の効

果 を述べ る。

(1)評 価結果 の妥当性

既 に述べたように、磁気テープライブラリの制御方式は、① ドライ ブ装置 の最適選択、

② アクセ ッサ への最適ジ ョブ割当、の2つ のステップによ り構成 され る。制御方式の評価

を行 うためには、これ ら2つ のステ ップの効果 を各 々評価することが必要である。そ こで、

表3.1に 示す3つ の制御方式 について シミュ レーション結果 と提案解析方式の比較 を行 う。
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表3.1妥 当性評価の方法

# 比較対象 とす る制御方式!ド ライブ装置の選択1ア クセ ッサへのジ ョブ割 当

1 最適化方式 最適選択 最適ジョブ割当

2 準最適化方式 ランダムに選択 最適ジョブ割当

3 従来方式 ランダムに選択 先入れ先出し

図3.6に スループ ットの評価結果 を示す。本グラフにおいて、横軸は入出力要求 の到着

頻度 を示 し1縦 軸は この要求 を どれだけ処理できるか、すなわち、スループ ッ トを示す。

これによれ ば、最適化方式 と準最適化方式の場合、提案解析方式の結果 とシミュレー ショ

ン結果はほぼ等 しい。一方、従来方式 の場合、提案解析方式 の評価結果はシミュレー ショ

ン結果に比べて若干 よいもの となっている。これは、提案解析方式では、運搬 ジョブの干

渉 に伴 うアクセ ッサ の加速、減速 のオーバヘ ッ ドを考慮 していないためである。今回の場

合、 このオーバヘ ッ ドは無視 しうるが、従来方式 と他の方式 との微妙な差異を評価 したい

場合 にはオーバヘ ッ ドを性能関数に組込む必要がある。以上によ り、提案解析方式の評価

結果はシミュ レーシ ョン結果 とほぼ一致 してお り、妥当性があることがわか る。
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3.5

3
ii-i
2.5
12

玉1.5

Ky

O.5
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01234567

ジョブ到着 頻度(件/分)

+最 適化方式(解 析)一 ・O・ ・最適化方式(シミュレーション)

一 ← 準最適化方式(解析)・ ・ム ー 準最適化方式(シミュレーション)

+従 来方式(解 析)・ ・{}..従 来方式(シミュレーション)

図3.6ス ループッ トの評価結果
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(2)モ デ ル縮 退 の効 果

提案解 析 方 式 を適用 した場 合 に 、状 態 遷移 空 間 を どれ だ け縮 退 で き るか を評価 す る 。提

案 解 析方 式 を使 わな い場 合 、図3.4に 示 したSPNモ デ ル の点 線 で 囲ん だ部 分 は、 図3.7

に示 すSPNモ デル に書 き換 え る必 要が ある。 この図 にお いて 、プ レー スpo、 、p。2、p。3

は キ ュー で待 ち状態 の ジ ョブ を示 し、各 々、3.4.1項 にお けるLグ ルー プ、Wグ ルー プ、

Rグ ル ー プ に属 す る ジ ョブ を表 わ す 。 プ レー スp、 、、p、2、p、3は 右 ア クセ ッサ で運 搬 中

の 状態 、p、4、p、5、p、6は 左 ア クセ ッサ で運搬 中の状態 を示す 。 また 、 プ レースpqは ジ

ョブ キ ュー容 量 の上限 、Pm、 、Pm2は ア クセ ッサ1、2の 使 用権 、p。1、pr2は 右 テ リ ト

リ、左 テ リ トリの 占有 権 を示 す 。 トラ ンジ シ ョ ンtll、t12、t13、t14、t15、t16の 発

火 条件 は、 ア クセ ッサ に対 す るジ ョブ のス ケ ジュー リング論 理 を示す 。

図3.7提 案方式を使わな い場合のSPNモ デル
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図3.7に 示す ように、提案解析方式を使用 しない場合、図3.4に 比べて膨大な量 のプ レ

ース と トランジションを必要 とす る。その結果、提案解析方式 によるモデル(図3.4)の

状態数は228で あるのに対 して、図3.7の モデル の状態数は約95,000と なる。すなわち、

提案解析方式 によれば状態数を約1/400に 削減でき、実用的な工数でスケジュー リング方

式の評価 を行 うことが可能 となる。これは、図3.7で はスケジュー リング論理 を厳密にモ

デル化 しているに対 して、提案解析方式では性能関数 を導入 してスケジュー リング方式 の

性能面の相違 だけを考慮するか らで ある。

以上に述 べたよ うに、提案解析方式によれ ば、スケジュー リング方式 を性能関数でモデ

ル化 し、マル コフ過程 モデルに帰着 して解析的に性能評価 を行 うことができる。従 って、

評価工数はシミュ レーションに比べて極めて低 くなる。また、確率ペ トリネッ トを適用 し

て対象 システムのモデル化を行 うため、 システム状態 に応 じたジョブの条件分岐、同期、

処理時間の決定等、 システムの動的な特性 を表現できる。 このため、待ち行列ネッ トワー

クに比べて、スケジューリング論理の差異を詳細に解析す ることができる。

本章で提案 した性能 関数方式 を適用する上で最 も重要なポイ ン トは、評価 対象 とす るス

ケジュー リング方式 にうまく適合する性能関数の設計 と、その妥当性の評価である。一般

に、磁気 テー プライブラリ装置 のようなマイクロプロセッサを応用 した制御 システムでは、

リアルタイム性の制約 によりディスパッチ ング形式 の単純なスケジュー リング方式を採用

する ことが多 い。このため、そ の性能関数は比較的簡単な確率計算により設計可能で ある。

また、同様 の理由によ り、性能 関数 自体の妥当性は机上で検証できる。従 って、提案方式

はこのような装置制御 システムのスケジュー リング方式 の解析 に適する。ただ し、性能関

数:を組込んだシステム全体の挙動 の妥当性検証 は、例えば、シミュレーシ ョンのような他

の方式 との比較に頼 らざるを得 ない。従 って、スケジュー リング方式の概略設計 には簡 易

な性能関数方式を適用 し、詳細設計には正確なシミュレー ションを適用す るという使 い分

けが必要であろう。

3.5結 言

本章では、典型的な分散処理 システムにおいて課題 とな るジョブの干渉回避問題を対象

として、 ヒュー リスティックなスケジュー リング方式の解析方法を検討 した。提案方式で

は、スケジュー リング方式 の代替案 を、 システム状態 と処理性能の関係 を示す性能関数 と

してモデル化 した。そ して、分散処理 システム全体 を確率ペ トリネ ッ トによ りモデル化 し、

性能 関数 を確率ペ トリネッ トモデル に組み込んだ。 この方法により、ジョブ管理方式 の詳
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細なアル ゴリズムをモデル化する必要がなくなったため、解空間の規模 を大幅 に縮小する

ことができ、シミュ レー ションよ りも少ない工数でヒュー リスティックス方式 の評価 を行

うことができた。最後 に、第2章 で論 じた磁気テープライブラリ装置のジョブ管理方式 の

評価 を事例 として、本解析方式 の有効性 を示 した。

今後 の課題 は、提案解析方式 をさらに複雑なスケジュー リング方式 の解析 に適用す る こ

とである。例 えば、多品種少量生産を対象 とするFMS(FlexibleManufacturingSystem)

のスケジュー リング、 あるいは、多種多様なジョブとリソース を対象 とする分散コンピュ

ータシステムのジ ョブスケジュー リング、等である。そのためには、よ り複雑な性能 関数

を作成する システマティ ックな技法 の開発 と、作成 した性能関数がスケジュー リング方式

のモデル として妥当であるかの検証方法の開発が必要 となる。
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第4章 高メンテナンス性を指向 した ワーク

フローシステム構築技法

4.1緒 言

本章では、ワークフロー システムがビジネス環境の変化 に柔軟 に追従す ることを課題 と

して、ジ ョブ管理 システムのメンテナンス性 を向上するためのシステム構築技法 を議論す

る68,69,70,71。

ビジネス分野でイ ンターネ ットの利用が急速 に発展 し、企業内および企業間の個人、組

織が、コンピュータネ ッ トワー クによ り有機的 に結 ばれつつある。 このような、ネ ッ トワ

ー クで繋がれた個人が協調 して一貫 した ビジネスプロセス を形成するためのコンピュー タ

ツール として注 目されているのがワークフローで ある11,12,13,14,15。ワー クフローは、当初 、

紙ベースでや りとりされていた ドキュメント類 をイメー ジデータ化 し、ネ ットワークを介

して 自動的に回覧す るものであったが、現在、これが急速な進化 を遂げ、企業の基幹業務

をシステム化す るためのツール とな りつつある。本 ツール によ り、事務処理業務 を、要素

作業(タ スク)の 実行手順の設計 という観点か ら工学的 に扱 うことが可能 となった。ワー

クフロー をベース として、種 々のタスクに対応するアプ リケー ションプログラムを実装 し

たシステム をワークフローシステムとよぶ。本章は、 この ワー クフロー システムの構築技

法に関す るものである。

ワークフローシステム構築技法は、現在までにいくつか提案 されている。 これ らは、ソ

フ トウェア工学に基づ くものとCSCW(ComputerSupportedCooperativeWbrk)に 基

づ くものに分類できる。前者のソフ トウェア工学 アプローチは、 ビジネスプロセスを構成

するタスクをソフ トウェアの処理要素 と同等であると見なし、フローチャー ト、ペ トリネ

ッ ト等 のソフ トウェア設 計モデル と技法 を活用するものである32,33,72。これ らのモデル と

技法 を拡張 し、 タス ク の目的、制約、実行主体等 を記述 す るモデル を付加 したIDEF

(111七egrationDefinitionforFunctionModeling)技 法が開発された29。また、 ビジネス

に関る物、人、金等のオブジェク トと、ビジネスプロセス との関係をモデル化す るユース

ケース技法 も提案 されている30,31。ここでは、対象 ビジネスプロセス とその外部環境で あ
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るアクター(顧 客 、仕入先、パー トナー、等)を 区別 し、 ビジネス プロセス とアクターの

相互作用のために必要なタスクだけをビジネスプロセスの要素 とす る。

一方、後者のCSCWア プローチは、人間が主体 となるビジネスプロセス にソフ トウェ

ア工学を適用す る限界 を指摘 した上で提案 された。Stanford大 学のWinogradは 、言語

/行 為パースペ クティブ理論に基づき、対象業務の関与者が最大限 に協調作業 を行なえ る

ようなワークフローシステム構築技法を提案 している73,74,75。

以上のような状況 において最近 クローズアップされているのが、 ワー クフローシステム

のメンテナ ンス性の問題で ある。すなわち、激 しいビジネス環境 の変化 にワークフロー シ

ステムをいかに追従 させるのか、 という改革容易性である。マーケッ トニーズの変化、新

技術の開発等 によ り、ビジネスプロセスが達成すべき目標は変化す る。通常 、 これに対処

す るために、規則、組織、人的資源 とい う人間系に関わる制約 を調整 しつつ、タスクの割

当や実行順序 を変更す る。ワークフロー システムの特徴 は、 ビジネスプロセスを構成す る

タスク群 の作業者割 当や実行順序 に関す る論理を、個 々のタスクの処理仕様 と分離 して定

義できることである。 このため、ワークフローシステムは、従来のアブリケーシ ョンシス

テムに比べて、高 いメ ンテナンス性を期待できる。ただ し、個 々のタスクの処理仕様 は、

他のタスクの処理結果を前提 とす ることが多 いため、実行順序 と全 く独立 に定義する こと

はできない。従 って、 ワークフローシステム全体のメンテナンス性 を確保するためには、

タスクの順序制約 のうち本質的で変化 し難い安定構造 を明 らかにし、それに基づいてタス

クの処理仕様 を決定する ことが課題 となる。 この問題 の解決 は、現状では経験的な方法 に

頼 っている。

本章では、ビジネスプロセスの安定構造 の抽出 と、それ に基づ くシステムのメンテナ ン

ス性の確保を課題 とす る。そ して、それ を解決す るためのワークフロー システム構築技法

を提案す る。

4.2ワ ー ク フ ロー シス テ ム構 築 の課 題

まず、一般的なワークフローシステム構築手順を説明 し、そ の中心 となるビジネスプロ

セス設計問題 を定義する。そ して、 ワー クフロー システムのメンテナ ンス性 を向上す るた

めの課題 を示す。

4.2.1ワ ー ク フ ロ ー シス テ ム構 築 手順

ワー クフローは、ビジネス プロセスを自動化するためのソフ トウェアツールである13。
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ここで、 ビジネスプロセス とは、販売、研究開発、資材調達、等 のあるまとまった業務 を

達成するための要素作業の繋が りである。従来、企業 のオフィス業務は調査、検討、承認

等の人間系作業が主体 となってお り、計算機 による自動化の対象 とな り難か った。会計処

理、顧客管理処理、等 のよ うな一部の定型的な業務機能がシステム化されたが、それ らの

機能は互いに分断され てお り全体業務 としての効率化 に繋が らなかった。ワー クフロー を

適用す ることによ り、それ らの既 に自動化 された業務機能 と未だ自動化 されていない人間

系作業 を統合 して、仕事の流れ全体 を自動化 し管理することができる。

ワークフローツール を中心 としたアプ リケーションシステムをワークフローシステム と

よび、その全体イ メージを図4.1に 従って説明する。

図4.1ワ ー クフ ロー シス テム のイ メ ー ジ

既に述べた ように、ワークフローシステム構築 の目的は、対象 とす るビジネスプロセス

全体 の実行管理である。従 って、システムの主たる機能は、ビジネスプロセスで実行 され

る業務案件すなわちジ ョブの経路制御 と進捗モニタ リングである。また、必要 に応 じて、

個 々のタスクを支援するためのアプリケーションを起動 し、既存 システムとの連携を行 う。

このため、アプリケーション処理 は二義的な ものであ り、通常、人間系に作業の到着 をし

らせ るための画面処理 と、既存 システムに作業結果 を受け渡すためのデータベース入 出力

処理 に留 まる16。ワークフローシステム構築 において中心 となる行為は、現行業務 を分析

した上で、与 え られた 目標 と現実 とのギ ャップを埋 めるために新たな ビジネスプロセスを

設計することである。
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このような理 由か ら、ワークフロー システムの構築では、従来のアプリケー ションシス

テム構築 における機能 とデータという設計観点32に加えて、 ビジネスプロセス という新 た

な観点が重要 となる。 ワー クフロー システム構築での機能 とは、個 々のタスクを支援する

アプリケーシ ョンの処理仕様を示す。既 に述べたように、画面処理 とデータベース入出力

処理のアプ リケーシ ョンが主体 となる。データとは、上記 のアプ リケーシ ョンを介 して既

存 システムと連携 を行 うためのデータベース仕様 を示す。既存 システムか らの情報参照、

あるいは、既存 システムへの作業結果の受渡 しを 目的 とした二次ファイルが主体 となる。

プロセス とは、対象業務 を複数 のタスクに分割 し、それ らの順序関係 を設定 し、実行担当

者 を割 り当てることを示す。 この設計結果はワークフローツールで実装 される とともに、

アプリケーシ ョンの処理仕様 とデータベース仕様 を設計するための基本情報 となる。一方 、

システム構築 の手順 は、業務設計、システム設計、実装 とい う標準的な3つ のフェーズか

ら成 り、図4.2に 示すよ うに、各構築フェーズ ごとにプロセス、機能、データの3つ の観

点 による設計 を行 う。以下 、ワークフローシステム構築手順を この図に従 って説明す る。

図4.2ワ ーク フ ロー システ ム構 築 手順
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(1)業 務設計フェーズ

本フェーズでは、現行業務の分析 と、そ の結果 に基づ く新業務 の設計 を行 う。

①現行業務の分析:対 象業務 の現状調査 を行 い、その業務の遂行に必要な作業(タ スク)

群 とそれ らの実行手順(オ ーダー)、 および、実行担当者(ア クター)を 明 らかにす

る。さ らに、社内規則、組織の権限 と義務、利用可能な資源、等 の制約条件 を明 らか

にす る。

②新業務の設計:プ ロセスの設計観点か らビジネスプロセス設計を、機能 とデータの設

計観点か ら情報設計を行う。 ビジネス プロセス設計では、対象業務が与え られた制約

条件の もとで 目標 を実現で きるよ うに、タスク、オーダー、アクターの関係を決定す

る。これをビジネスプロセス仕様 とよぶ。 このビジネスプロセス設計は、次項で詳 し

く説明する。また、情報設計では、ビジネスプロセス設計の結果明 らかに したタスク

群の入出力情報 を整理 し、その情報 を構成す る実体群 とその関連を設計する。 これを

情報仕様 とよぶ。

(2)シ ステム設計 フェーズ

プロセス、機能、データの設計観点 に基づいて、各 々、ワークフロー設計、画面処理仕

様設計、データベース設計 を行 う。

① ワー クフロー設計:ビ ジネスプロセス仕様に基づき、ワークフローツールで定義すべ

き次の情報 を設計す る。

・ワーク フロー定義情報:タ スクとオーダー を、ワー クフローモデルにおけるノー ド

とその接続関係 としてモデル化す る。また、アクター を、各 ノー ドの実行担当者 の

役割 名(ロ ール)と してモデル化する。さ らに、開始 、終了、作業、分岐、等 の各

ノー ドに対 して、名称、起動アプリケーション、判定基準、等の属性値を設計す る。

・ユーザ/ロ ール情報:ワ ークフローシステ ムの全ユーザ に対 して、対象業務 を遂行

す るための役割名であるロールを割 り当て る。

②画面処理仕様設計:情 報仕様 に基づ き、ワークフローの各 ノー ドで起動す る画面処理

プログラムの処理仕様を設計する。

③デー タベース設計:上 記 の画面処理 プログラムで利用するデータを格納す るため に、

そのデータベースの論理設計を行 う。

(3)実 装 フェーズ

ワークフロー定義、画面処理 プログラム開発、データベース定義を行う。ワー クフロー

定義は、上記のワークフロー設計結果を市販のワークフロー定義 ツールで設定す る。デー
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タベース定義は、上記 のデータベース論理設計 の結果を市販のデー タベース定義ッールで

設定する。画面処理 プログラム開発は、市販の帳票作成 ツール またはプログラミング言語

を利用 して行 う。

4.2.2ビ ジネ ス プ ロセス 設 計 問題

前項 で述べたように、 ワー クフロー システムの構築では、業務設計 フェー ズのビジネス

プロセス設計が最 も重要な行為であり、そ の後 のフェーズでワークフロー、アプリケー シ

ョン、データベースの仕様 を決定するものである。ここでは、 ビジネスプロセス設計 を更

に詳細 に検討 し、そ の技術課題を明 らかにする。

図4.3に 示す ように、 ビジネスプロセス設計 とは、対象業務が与 えられた制約条件の も

とで 目標 を実現できるように、タスク、オーダー、アクターの関係、すなわち、 ビジネス

プロセス仕様 を決定 することである。ここで、タスクは対象業務 を複数人が分担 して実行

するための機能単位 であ り、その実行主体であるアクターの組織規模、実行能力によ り割

り当てるべ き機能階層が異な る。すなわち、組織規模が大きいほど、あるいは、実行能力

が高 いほ ど、高度な機能のタス クを割 り当て る。

図4.3ビ ジネスプ ロセス設計問題
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ビジネスプロセス設計 にお ける目標 は、顧客 に対 して製品 またはサー ビス を提供する際

のスピー ド、品質、コス トに関するもので ある。一方 、制約条件は、規則、組織、資源 の

3種 類 に分類できる。規則 とは、法律、社内規則、慣習、等 を示す。規則 の強制力には段

階があ り、公的なものほど厳 しく私的なものほど緩和 し易い。組織制約 とは、組織 の有 す

る権限 と責任 を示す。業務 の担当者 はこの組織制約の範囲で選ぶ必要がある。資源制約 と

は、業務遂行のために供給可能な人的資源 と情報資源 を示す。人的資源 は情報資源 によ り

部分的に代替可能である。一般 に、ビジネスプロセス設計問題では、制約条件が厳 しす ぎ

るため、制約条件 を満足す る解は存在 しないことが多 い。従って、与え られた 目標 を満足

す るビジネスプロセスを設計するためには、制約条件 を緩和す ることが必要 となる。

ここで注意す ることは、今 日のように市場 、技術等 に関す る環境変化が激 しい状況では、

目標 と制約条件が頻繁 に変更 されることである。 このため、ある時点で最適 にビジネス プ

ロセスを設計 してワー クフロー システムを構築 して も、その後の環境変化に伴 い、様々な

不具合が生 じる ことが多 い。ビジネスプロセス設計で は、 このような環境変化を見通 して

そ の対策 を考 えることも必要 となる。従って、 ビジネスプロセス設計問題は、与 えられた

目標 と制約条件 を満足するようにビジネスプロセス仕様 を決定する最適化問題である と同

時 に、環境変化 に柔軟に対応するためのメンテナ ンス性向上の問題でもある。

4.2.3メ ンテ ナ ンス 性 向 上 の課 題

ワークフロー システムのメンテナンス性 を向上するためには、 ビジネスプロセス仕様 の

中か ら環境変化 の:影響 を受け難い安定部分(ビ ジネスプロセス安定構造)を 抽出 し、その

他の変化 し易 い部分(ビ ジネスプロセス変化構造)と 明確に分離 して、ワー クフローシス

テムの設計 と実装を行えばよい。

本章では、ビジネスプロセス安定構造を見出すために、タス クの機能階層 に着 目する。

前項にお いて、タスクは対象業務 を複数人が分担 して実行するための機能単位 であ り、そ

の実行主体であるアクターの組織規模、実行能 力によ り割 り当てるべき機能階層が異な る

ことを述べた。さらに、 ビジネスプロセス仕様 を決定する重要な要素である制約条件 は、

組織 レベルのものほど緩和 し難 く、個 人レベルのものほど変わ り易い ことを述べた。従 っ

て、タスクの機能階層を高い レベル にとれば、その ビジネスプロセス構造は極めて安定 し

たもの となる。一方、 ワー クフロー システム構築のためには、対象業務 を複数の実行主体

が分担 して実行できるレベルにタスクを分割す る必要がある。従って、ビジネスプロセス

安定構造 を抽 出するためには、タス ク機能階層を最適 に設定す ることが必要 となる。
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4.2.4タ ス ク 階 層 モ デル

ワー クフローシステムのメンテナ ンス性 を確保する上で中心的な課題 となるタス ク階層

の問題を解決するために、Winogradの タス ク階層モデル を検討す る。 このモデルは、

ビジネスプ ロセスにおける依頼者 と実行者の委託関係 に注目し、タスクとアクターの階層

化を行なった もので ある。以下、 このモデルの概略を説明す る。

依頼者

鞘 難

基本プロトコル 実行者

合意 実行

# 状態 行為の内容

i 準備 依頼者が実行者に対して委託すべき業務の仕様を提示する。

2 交渉 業務仕様に関 して、依頼者 と実行者 との問で合意 をとる。合意が とれない

場合、仕様の再提示 を行 う。

3 実行 実行者は、合意された仕様 に従 って業務 を実施 し、その成果物 を依 頼者 に

渡す。

4 合意 依頼者は、業務仕様に従って成果物を評価する。満足できない場合、実行

者に再実行を依頼する。

図4.4業 務委託の基本 プロ トコル

ビジネスプロセスには、業務の依頼者 と実行者の二者が常 に存在する。依頼者は実行者

に対 してある条件のもとに業務 を委託す る。それを トリガー として、図4.4に 示す 、準備、

交渉、実行、合意 という状態遷移 に従 ってプロセスが進行する。そ して、各状態 において、

依頼者 と実行者が、業務の依頼、実行条件 の調整、実行結果 の通知等 の行為を行 う。状態

遷移は、 これ らの行為の実行結果 に応 じて決まる。この状態遷移 モデルを、 ビジネスプロ

セスの基本 プロ トコル とよぶ。基本プロ トコルは、業務 内容 にかかわ らず一定で ある。

実際の業務は、依頼者 と実行者 の二者だけで実行できるほど単純で小規模なものだけで

はない。そ こで、前記 の基本プロ トコルに従って分割 したタス クを他 の担当者 に委託する。

その結果、ビジネスプロセスは、基本 プロ トコルが再帰的に組み合わ さった図4.5の よう
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な委託関係のネ ッ トワークとなる。すなわち、対象業務 を達成す るために設定 した下位 レ

ベル のタス クも、基本 プロ トコル と同じ状態遷移 に従ってプロセスが進行す る。図にお い

て、真中にある最 も大きな楕円が、対象 とする業務の最上位 のプロ トコルを示す。その依

頼者 と実行者は、業務の実行結果に最 も責任 をもつ人とす る。その周 りに矢印で繋がれた

小さな楕 円は、各状態にお いて第三者 に依頼するタスクを示す。 これ らのタスクもまた依

頼者 と実行者 を有 し、基本 プロ トコルに従って実行される。以降、 レベルが下位 になるに

従 って楕 円の大 きさが小さくな る。異なるレベルの楕 円が矢印で繋が って いる場合、大き

な楕円で行 うべきタスクを小さな楕円に分割 し委託 していることを示す。タスクの実行順

序 は、準備状態 に属するタスクが最 も早 く実行 され、その後矢印に沿 って時計回 りに順次

実行される。

図4.5委 託 関係 ネ ッ トワー ク

このよ うに、Winogradの モデルでは、タスクの委託関係 に基づいてその階層 を設定す

る。 このタスク階層モデル を適用す ることによ り、対象 とす るビジネスプロセスの安定構

造を導 き、それに基 づいてワークフローシステムを構築する方法 を提案す る。
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4.3メ ンテナ ンス指 向 ワー クフ ローシステ ム構築技法

4.3.1基 本 方針

ビジネスプ ロセスは、業務の依頼者が実行者に対 して要求 を出 し、その要求を実現す る

ため に多 くの人によって種 々の作業が実行 され、最終的に依頼者がその実行結果 を受理す

るまでの一連 の過程である8。前節で述べたように、ビジネスプ ロセ スには、対象業務 の

実行 に最 も責任 のある依 頼者 と実行者が存在す る。 これ らをオ リジナルの実行者 と依頼者

とよぶ。オ リジナルの依頼者 と実行者は、業務 をい くつかのタスクに分割 して協同で実行

する。 この時 、独力で実行できな いタスクがある場合、それを第三者に委託す る。 このよ

うな委託関係 を繰返す ことによ り、 ビジネスプロセスは複雑で巨大なものとな る。

従 って、「業務がオ リジナルの依頼者 と実行者だけによって実行 され る」 と仮定する こ

とによ り、本質的な ビジネスプロセス安定構造 を得 ることができる。なぜな ら、業務 をこ

れ ら二者間の相互作用(イ ンタラクション)と みることによ り、頼む/頼 まれる という委

託関係が必要最小限のものとな り,そ の結果、規則 、組織、資源 とい う制約条件の影響 を

最小化で きるか らである。すなわち,ビ ジネスプロセスの安定構造は、オ リジナルの依頼

者 と実行者の二者間で実行するタスクとオーダーである。

そ こで、二者 間のインタラクシ ョンを仮定 して生成す るビジネスプロセスをプ ロセスパ

ター ン、それ を構成す るタスクを基本 タスクと呼ぶ ことにする。このプロセスパター ンを、

対象 とす るビジネスプロセスを設計す る際のフレームワー クととらえ、システム設計 フェ

ーズでワー クフロー設計 を行 う時 には、それ以外の環境変化の影響 を受け易い部分 と明確

に分離す る。

次 に、プ ロセスパター ンを適用 して、メンテナンス性 の高いアプリケー ションとデータ

ベー スを設計す る方法 を述べる。一般 に、アプ リケー ションとデー タベースのメ ンテナ ン

ス性 は、それ らを安定 したデータ構造に基づいて開発する ことによ り向上でき る。プロセ

スパター ンとして抽出されたタスクとそ のオー ダーは安定 した もので あるか ら、各 タス ク

の入 出力情報(帳 票、 ファイル、等)は 、対象業務に とって必要かっ十分な情報 を示す。

そ して、 この情報 を構成す る実体群の関連 を求 めることによ り、情報 に関す る安定構造 を

得 る ことができる。 このようなプロセスパター ンに基づ く情報安定構造 を情報パター ンと

よぶ ことにす る。 この情報パターンに基づいてアプリケー ションとデータベース を設計す

ることによ り、環境変化の:影響 を受 け難 い安定仕様 と、そ うでない変化仕様 を分離す るこ

とができる。

以上 に述べたプロセスパター ンと情報パター ンを総称 して設計パター ンとよぶ ことにす
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る。以下、設計パター ンの抽出方法 と、それ に基づ くワー クフローシステム構築手順を説

明する。

4.3.2プ ロセ ス パ タ ー ン の抽 出方 法

プロセスパターンを導き出すために、現行プロセスのタスクの委託関係を、図4.4お よ

び図4.5に 示すWinogradの モデルを用いることによ り明 らか にす る。まず、オ リジナル

の依頼者 と実行者 を見出す。そ して、基本 プロトコルの状態遷移(準 備、交渉、実行 、合

意)に 従 って、業務 を達成するために必要なタスクと、それを委託する相手 を明確 にする。

その委託相手がさ らにタスクを分割 して他の人 に委託す るな らば、それ を明 らか にす る。

次に、その結果 に二者間のイ ンタラクションを仮定 して、対象業務 をオ リジナルの依頼

者 と実行者 の二人だけで実施す る場合のタスク、アクター、オーダーを、次のように決定

す る(表4.1を 参照)。

表4.1プ ロセスパターンの抽出方法

# 決定項目 プロセスパターン抽出方法

対象ビジネスプロセスの構成要素 プロセスパターンの構成要素

1 タスク オリジナルの依頼者または実行者が実行す

るタスク

プロセスパター ンを構 成する

基本タスクとす る。

オリジナルの依頼者または実行者が第3者

に委託するタスク

上記以外のタスク 削除す る。

2 ア クター オリジナルの依頼者または実行者 同左 。

オリジナルの依頼者または実行者が委託し

た第3者

委託元で ある、オ リジナルの

依頼者 または実行者 とする。

上記以外 のアクター 削除す る。

3 オ ー ダー オリジナルの依頼者または実行者が実行す

るタスク、あるいは、彼らが第3者 に委託

するタスクの実行順序

タスク問に因果関係がある場

合には逐次的に繋ぎ、そうで

ない場合は並列化と統合を検

討する。

上記以外のタスクの実行順序 削除する。

(i)タ スク:オ リジナルの依頼者 と実行者 自身が行 うタスク(第1レ ベルのタスク)、 およ

び、オ リジナルの依頼者 と実行者が第三者に直接委託するタスク(第2レ ベルのタス

ク)を 、プロセスパターンを構成す る基本タス クとする。すなわち、図4.5に おける

最上位 レベルの楕 円と第ニ レベルの楕 円で示され るタスクを残 し、そ の他は酎除する。

㈹ アクター:上 記の方法で選択 したタスクは、オ リジナルの依頼者または実行者のいず
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れかが実行す るものとす る。すなわち、第1レ ベルのタスクは、プ ロセスパ ター ンに

お いて もオ リジナルの依頼者 と実行者が アクター となる。また、第2レ ベル のタスク

も、第三者ではな く、オ リジナルの依頼者 または実行者 自身がアクターとなる。

(iii)オー ダー:基 本 プロ トコル において、準備 、交渉、実行、合意の4つ の状態間 には明

確な因果 関係が ある。従 って、各状態 に1つ ずつタスクがある場合 には、そ のオーダ

ー は4つ のタスクが逐次的 に繋が ったもの となる
。一方、1つ の状態 に複数個のタス

クが ある場合 には、それ らのタス ク間に因果 関係がないことが多い。従 って、タスク

の並列化 と統合 を検討する。

図4.6は 、あるサー ビス会社の案件の受注か ら請求、入金 までのプロセスモデル を示す。

顧客、窓 口、営業部門、サービス部門の4部 署が関与 し、14人 の人間が作業 を行 う。本

プロセスの最 も上位 レベルの委託関係は真 中の最 も大 きな楕 円で示す 「サー ビス案件の実

施」であ り、依頼者 はクライア ント、実行者はサー ビス会社である。

図4.6現 行業務プロセスモデル(受 注管理業務)
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図4.7は 、図4.6の プロセスに二者間のイ ンタ ラクションを仮定 して得 られたプ ロセス

パター ンを示す。基本 タスクは、要求仕様提出、実施条件交渉 、サー ビス実施 、料金徴収

の4つ である。アクターはクライアン トとサービス会社の2者 であるため、4つ の基本タ

スクは依頼者 自身が実行する。オーダは上記の4つ のタスクが シーケンシャル に繋がる。

図4.7で 示 されるタスクのうち、準備状態 に属する要求仕様作成タスク、交渉状態 に属す

る見積 りタス ク等はパ ターンか らは削除されている。それは、プロセスパター ンに示す4

つのタスクを更 にどのように分割 して誰に委託するかが、規則 、組織、資源 に関する制約

によ り変化す るか らで ある。

図4.7プ ロセスパターン(受 注管理業務)

4.3.3情 報 パ タ ー ンの抽 出 方法

情報パターンとは、プロセスパターンに属する基本タス クで入出力す る情報の実体 関連

で ある。基本 タスクの入出力情報をもれな く洗 い出すためには、 ビジネスプロセス上での

各 タスクの役割 を分析する ことが有効である。タス クの役割 は、Winogradの モデルの

準備、交渉、実行、合意の4状 態のいずれに属す るかによって決ま り、表4.2に 示すよう

に入出力情報の要件 を明 らかにする ことができる。

まず、準備 フェーズ に属する基本 タスクは、対象業務の要求仕様 を出力す る。次 に、交

渉 フェーズの基本タス クは、 この要求仕様 を入力 して、それ を実現す るための実行計画を

出力する。実行 フェーズの基本 タスクは、要求仕様 と実行計画 を入力 して、依頼 された業

務 を実施 した後 に実行報告 を出力する。最後 に、合意 フェーズの基本 タスクは、要求仕様
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と実行報告 を比較 して、結果評価を出力する。以上 に述べた、要求仕様、実行計画、実行

報告、結果評価 という4種 類の実体 は、プ ロセスパター ンにおいて依頼者 と実行者 の2人

の間で授受す る必要十分な情報である。

表4.2入 出力情報の要件

# 項目 役割 入力情報 出力情報

1 準備

タスク

・依頼者か ら実行者への

依頼内容の提示。

一 要求仕様:依 頼する業務の仕様、実施条

件等を指定するための情報。

2 交渉

タスク

依頼者の合意に基づく

実施条件の決定。

要求仕様 実行計画:業 務の実施条件 を明確 に し、

依頼者 と交渉 を行 うための情報。

3 実行

タスク

実行者による依頼事項

の実施。

要求仕様

実行計画

実行報告:依 頼 され る業務 の実行完 了と

その成果 を、依頼者 に示すための情報。

4 合意

タスク

依頼者による実行結果

の評価。

要求仕様

実行報告

結果評価:依 頼者が、実行者か ら渡され

た成果の評価結果を示すための情報。

以上のようにして求 め られた4種 類の実体 は、既存のファイル、データベース等 に存在

す る物、金、人に関わる実体(製 品、資産、顧客、仕入先等)と 密接な関連があることが

多 い。従 って、情報パ ター ンは、プロセスパター ンに基づいて求めた4種 類の実体 と、既

存 の物、金、人に関わ る実体の関連 を明 らかにす ることで抽出する ことができる。

図4.8は 、先の受注管理 プロセスの情報パター ンを示す。入出力情報 は、表4.2に おけ

る要求仕様、実行計画、実行報告、結果評価 の4種 類の実体 に対応 させることによ り、要

求仕様、見積書、納入物、実行確認書であると特定できる。クライ アン トとサー ビス会社

のイ ンタラクションのためには、最低限 これ らの入出力情報が必要で ある。さ らに、 これ

らの情報 を生成す るためには、顧客 リス ト、サー ビスメニュー、サー ビス要員 ファイル、

請求書等 の実体が必要 となる。本 ビジネスプロセス を運用するための帳票、データベース、

アプ リケー ションを開発する際には、この情報パター ンをベース とすれば高いメンテナ ン

ス性 を実現で きる。
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[要求仕様提示] [実施条件交渉]

[料金徴収] [サ ー ビス実施]

図4.8情 報パターン(受 注管理業務)

4.3.4設 計 パ タ ー ンに基 づ く ワー ク フ ロー シス テ ム構 築 手順

プロセスパ ターンと情報パターンの2つ か ら成る設計パター ンをベースに、 ワークフロ

ーシステムを構築する新たな手順 を図4 .9に 従 って説明する。図4。2で 示 した一般的な構

築手順 との違 いは、業務設計 フェーズにお ける現行業務分析 と新業務設計の聞で設計パタ

ーンの抽出を行い、その結果 に基づいてシステムの安定仕様 と変化仕様 を分離 して設計す

ることで ある。

(1)業 務設計 フェーズ

現行業務 を分析 して設計パターンを抽出する方法は既 に説明 した。 ここでは、設計パ

ター ンに基づいて、環境変化の影響 を受 け易い変化部分を設計する方法 を示す。

〈プロセス変化構造の設計〉

プロセスパター ンとして抽出された基本タスクをさ らに詳細なタスクに分割 し、各々

にアクター を割 り当て、オーダーを設定する。具体的には次の方法 をとる。

(i)タ スク分割 とアクター の割当

基本タス クをさらに担 当者 レベルのサブタスクに分割す る。タスク分割の基準 は、3

つの制約条件である規則 、組織 資源 に基づ く。 ビジネスプロセス設計問題の目標 を実
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現するために、必要 に応 じて、規則の見直 し、組織権限の調整、情報技術 の活用、等 の

策 を検討 し、タスク分割 を必要最小限のものとす る。例えば、従来、異なる部署が担当

していたタスク群 であって も、計算機の支援 によ り統合できる場合、それを検討する。

また、書類 の集配 、登録 、データの転送等の定型業務 は、計算機 によ り自動化す る。

図4.9設 計パターンに基づくワークフローシステム構築手順

(--)オーダー の設定

基本タス クのオーダーは既 に決まっているため、上記のように設定されたサブタスク

間のオー ダーだけを新たに決定する。 この際、与 え られた 目標を実現す るために、必要

に応 じて、タスクの並列実行 を図る ことが必要 となる。通常、サ ブタスク間のオーダー
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は3っ の制約条件 によ り一意 に決ま り、 自由度がほとん どないことが多い。しか し、 こ

れ らの制約条件 は、従来の紙ベースの事務処理形態 を前提 として決め られてお り、情報

技術 を活用 したプロセスの場合 にはそれ らを緩和できる ことが多 い。例えば、申請書類

の複数部署 によるチェック作業 は、ワークフローの分配/同 期機能を利用すれば並列化

可能で ある。

〈情報変化構造 の設計〉

既 に述べたよ うに、情報パターンは基本 タスクの実行に必要な情報 の構造 を定めたも

のである。プロセス変化構造の設計は基本タスクをサブタスクに分割するもので あるた

め、それ に伴い情報パターンを大幅に変更する ことはない。必要に応 じて、サブタスク

を委託す るための内部管理情報 を付加する。ただし、基本タスクの追加/削 除、順序関

係の変更がある場合は、実体関連の見直 しが必要 となる。通常、 このような情報パター

ンの大幅な変更 は、設計パター ンを抽 出した直後 に実施する ことは少 なく、環境 の変化

に伴 いワークフロー システムをメンテナ ンスす る際に必要 となる場合がある。

(2)シ ズテム設計 フェーズ

〈 ワー クフロー設計〉

ワー クフローツールが標準装備する定義ツール によ り以下 のワークフロー設計 を行 う。

(i)プ ロセスパター ンのワー クフロー設計

プロセスパターン、すなわち、基本 タスクの順序関係を実現するための ワークフロー

設計を行 う。プロセスパター ンは環境変化の影響 を受 け難 い安定仕様 をもつ。従 って、

アプリケー ション仕様は、後述するように、プ ロセスパター ンの ワークフロー設計結果

に基づいて決める。

(ii)サブプ ロセスのワークフロー設計

基本 タスクを他のアクターに委託 した結果生 じるサブプロセスのワークフロー設計 を

行 う。 このサブプロセスはプロセスパター ンに比べて環境変化 の影響 を受 け易い。従 っ

て、メンテナンス性を向上す るために、プロセスパターンとは独立に定義 し必要 に応 じ

て呼び出される形態にする。

〈画面処理仕様およびデータベースの設計〉

ワー クフローによ り呼び出される画面処理アプリケーションプログラムの仕様設計を、

市販のプログラミング言語、あるいは、帳票作成 ツールの適用 を想定 して、以下 のよう
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に行 う。また、データベー ス設計は市販のデータベース定義 ツール を用いて行 う。

(i)基 本アプ リケー ションの設計

情報 パター ンに基づいて 、基本的タスクを実行す るためのアプ リケー ションプログラ

ムを設計す る。このプログラムを基本アプリケーションとよぶ ことにする。設計対象は、

処理、データに関する次の項 目である。

・処理:画 面 レイアウ ト、入力チェ ック処理、データ入出力処理、ワークフロー連i携処

理(次 タスクへ の遷移、前 タスクへの差戻 し、保留、等)。

・データ:画 面処理データ、定数フ ァイル等 のテーブル構造。

(ii)個 別アプ リケーシ ョンの設計

新 ビジネスプロセスのサ ブタスクか ら呼び出す個別アプリケーシ ョンの設計 を、基本

アプ リケー ションの仕様 をベースにそれ をカスタマイズする ことで行 う。主なカスタマ

イズ項 目は以下 の通 りである。

・情報 のアクセス制御:ア クターの役割 によ り、参照および更新 できる情報 を制限す る。

それ に応 じて、画面処理プ ログラムのカスタマイズが発生する。

・情報 の付加:タ スクを分割 し第三者 に委託する際に、タスクの内容 を示す情報 ととも

に、条件、注意、連絡等のメ ッセージを付加することが必要 となる。 また、タス クの実

行時 に参照す る関連情報 を添付することも必要 となる。

また、必要に応 じてデータベース構造 のカスタマイ ズを行 う。基本 アプ リケー ション

は安定的な処理仕様 を有す るか ら、この方法 によ りアプリケーションプログラムのメン

テナ ンス性が向上す る。

(3)実 装 フェーズ

上記 の設計結果 に基づき、ワークフロー定義、画面処理プログラム開発 、デー タベー

ス定義 を行 う。 この うち、画面処理プログラム開発は、市販のプログラミング言語、あ

るいは、帳票作成ッールの開発環境を利用 して行 う。また、ワークフロー定義 とデータ

ベース定義は、市販の定義 ツール を利用することによ り、設計結果 に少数の実装上 の物

理パラメータを付加 して自動 的に生成す ることができる。

(4)メ ンテナ ンス

環境変化 に伴 いワー クフローシステムのメンテナ ンスが必要 になった場合は、設計パ

ター ンのカスタマイ ズで対処す ることを検討する。 これによ り、 ワー クフローの変更 は

サ ブプ ロセス レベルだけでよく、また、アプ リケー ションの変更は基本アプリケー ショ
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ンのカスタマイズで済 む。従 って、メンテナ ンス工数は極 めて小 さくなる。

以上 に述べたよ うに、設計パター ンを活用することによ り、ビジネス環境の変化に応 じ

て最適なワー クフローシステムを柔軟 に構築す ることができる。

4.4ケ ー ス ス タ デ ィ

先のサー ビス会社の受注管理プロセスを例 として、本章で提案 したワークフローシステ

ム構築技法のメンテナ ンス性 向上に関す る効果を示す。 ここでは、受注管理プ ロセスのワ

ー クフローシステムを
、提案方式によ り設計 した場合 と従来通 りメンテナンス性 を意識せ

ず設計 した場合 を比較する。

図4.7、 図4.8の 設計パター ンに基づいて設計 した新 ビジネスプロセスを図4.10に 示す。

本ケーススタディでは、準備、交渉 とい う計画段階 の作業はほぼ現行通 りのプロセス とし、

実行、合意 とい う実現段階の作業 は、中間的な指示系統 を介 さず担当者 に直接依頼するよ

うに改善する。計画段階はノウハ ウが必要であ り現状では計算機化 が困難であるが、実現

段階は管理情報 の共有 により効率化できるためである。

図4.10新 ビジネスプロセスモデル

この新 しいビジネスプロセスの実装 は、前記 の設計方法 に従って次のように行った。
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(i)設計パター ンとして抽出 した4つ の基本 タスクー要求仕様提示、実施条件交渉 、サー ビ

ス実施、料金徴収 一に対 して、それぞれ を支援す るアプ リケー ションプログラム(基 本

アプ リケーシ ョン)を 開発する。

(皿)要求仕様提示 と実施条件交渉の2つ のタスクは、更 に詳細なサ ブタス クに分割す るた

め、基本 アプ リケー ションを適用 して各サブタスク用のアプ リケーションプログラムを

開発する。

(m)基 本アプ リケーションの適用は、具体的 には次のように行 った。

・基本 アプ リケーションで参照、更新す るデー タを、サブタスク用アプ リケーシ ョンで

も共有す る。

・サブタス クの画面処理 プログラムは、基本アプリケー ションのものをコピー し、その

中のデータ項 目のうち、不要な ものを削除、非表示、アクセス禁止等 に変更 する。

・タスク実行に必要な種 々のメッセージ、関連情報 を、上記の画面処理 プログラム に添

付 して表示す る。

提案方式 によるメンテナンス性向上の効果を示す ために、上記 の方法で実装 されたワー

クフローシステムに対 して環境変化 に伴 う仕様変更 を行 い、その工数:を従来方式 と比較す

る。 ここで は、基本タスクの1つ である実施条件交渉タス クのサブタスクー設備見積、人

員見積、価格見積 に、図4.11に 示す次の2種 類 の変更 を加える。

設備

見積

人員

見積

(a)変更前

価格

見積

設備

見積

團/

価格

見積

設備+人 員+価 格

の見積

(b')並列化(c)統 合

図4.11新 業務 プロセスの変更事例

①タス クの並列化:図4.10の 交渉状態 に属するサブタスクである設備見積、人員見積、

価格見積 のうち、最初の2つ を並列化す る。
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②タスクの統合:上 記の3つ のサブタスクを統合 して1つ のサブタスクとする。

図4.12に 、実施条件交渉 タスクで用いる見積書の基本アプリケー ションの例 を示す。

設備見積、人員見積 、価格見積 の各サブタスクは設計パター ンではないため、それ らのタ

スク分割方法 と実行順序 は環境 に応 じて変化する。従 って、基本アプリケー ションは、設

備見積、人員見積、価格見積 の実行順序 を特定せずに設計する。各サブタスクに応 じた個

別 アプ リケーションは、基本 アプ リケー ションをカスタマイズする ことによ り開発す る。

すなわち、基本アプ リケー ションに対 して、参照する必要 のない項 目を非表示 にす る、更

新 してはいけない項 目を書込 み禁止 にする、等 の変更を行 う。

図4.12基 本 アプ リケーシ ョンの例(見 積書)

一方、従来方式では、基本タスクとそれ以外のタスクとの切 り分けがで きないため、通

常、図4.13に 示す ように、設備見積、人員見積、価格見積サブタスクごとにアプ リケー

ションを開発する。そ して、各アプリケーションの画面 レイアウ トは、業務担当者の要件

にそった個別のもの となる。 また、最初に必要な設備 を見積 り、その後 で設備 ごとに人員

を見積る というサ ブタスクの順序性を想定 した仕様 となる。具体的 には、図4.13の 人員

見積 アプ リケーシ ョンは、設備 ごとに人員 を割 り当てる形式 にな っている。
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図4.13来 式 によるア リケーシ ョンの(見 積書)

以上の前提 の もとに、プロセス変更 に伴 うワークフロー システム仕様 の変更内容 を表

4.3示 す。まず、タスクの並列化 を行 った場合 につ いて検討する。提案方式で は、サ ブタ

ス クの順序性 を前提 とせずにアプリケーシ ョンを開発するため、逐次的なフローを並列化

して もアプリケー ションの処理仕様の変更 はない。ワークフロー設計仕様 を変更するだけ

で ある。 これに対 して、従来方式では、アプリケーシ ョンの処理仕様 は、設備見積が先、

人員見積が後 という論理を仮定 している。このため、設備見積 における設備データ項 目、

人員見積 における人員データ項 目の2項 目に関して、処理仕様の見直 しが必要 となる。 こ

れ は、設備見積、人員見積、価格見積のアプリケー ションに属す る全データ項 目(11項

目)の 約20%の 変更 となる。

表4.3プ ロセス変更 に伴 うワークフローシステム仕様 の変更 内容

# プ ロセス ワークフロー システム仕様 の変更内容

変更内容 提案方式 従来方式
1 並列化 ワー クフ ロー設計仕様 の変更のみ必 ワークフロー設計仕様の変更 と、設

要。 アプ リケーション処理仕様 の変 備、人員の各データ項 目についてア

更不要。 プ リケー ション処理仕様 の見直 し。

(変更項 目:3/8) (変 更項 目:3/8+2/11)

2 統合 ワー クフロー設計仕様 の変更のみ必 ワー クフロー設計仕様の変更 と、作

要。作業計画、設備、人員、価格 の 業計画、設備、人員、価格 の各デー

各データ項目属性の見直しが必要で タ項 目のマージが必要。

あるが、工数 として無視 しうる。

(変更項 目:3/8) (変 更項 目:3/8+4/11)
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次 に、タスクの統合 を行 った場合を考 える。提案方式では、タスクの分割方法は前提 と

せず、全 てのサ ブタス クのアプ リケー ションを、基本アプリケー ションを適用 して開発す

る。設備見積、人員見積、価格見積の各 アプリケー ションの処理仕様はほとんど同一であ

り、部分的にあるデータ項 目が非表示で あった り、書込み禁止であった りするだけである。

従 って、アプ リケーションの統合 に伴い、作業計画、設備、人員、価格の各データ項 目を

見直 し、ワークフロー設計仕様 を変更す るだけでよい。 これに対 して、従来方式では、設

備見積、人員見積、価格見積のサブタスクごとに個別 にアプリケーションを開発する。こ

のため、タスク統合の際には、各 アプリケーションに分散 している作業計画、設備、人員 、

価格の各データ項 目と処理 を1つ のアプ リケーションに合併す る必要がある。

タスクの並列化、統合に伴 うワークフローシステム仕様の変更内容が表4.3に 示す通 り

であ り、ワークフロー設計仕様 の1ノ ー ドを変更する工数 と、アプ リケー ション処理仕様

の1項 目を変更する工数が同 じであると仮定 した場合、提案方式 と従来方式のメンテナ ン

ス工数の比較 は図4.14の よ うになる。

鞠

叢
凶)

100

80

60

40

20

0

並列化 統合

変更内容

ロ提案方式 ■従来方式

図4.14提 案 方式 によるメンテナンス工数向上の効果

図4.14に よれば、プロセスの並列化、統合の どち らの場合 も提案方式の効果 が大 きいが、

特 に、複数 のアプ リケー ションを1つ にまとめる必要が あるプ ロセス統合に関 して極 めて

大 きな効果があることがわかる。

以上によ り、設計パター ンを適用 したワークフローシステム構築技法 のメンテナンス性

向上 の効果が明 らかになった。
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4.5結 言

本章では、 ワー クフロー システムのメンテナ ンス性を向上す るためのシステム構築 技法

を検討 した。 ワー クフ ロー システムがビジネス環境 の変化 に柔軟 に追従するためには、 シ

ステム仕様 の安定 した部分 と変化 しやす い部分 とを明確 に分離す ることが重要である。 こ

の課題 を実現す るために、設 計パターンという新 しい概念 を提案 した。 ここでは、 ビジネ

スプロセスにお けるタスクの委託階層に着 目し、最上位 レベル の基本タス クの順序関係 を

プロセスの安定構造であると考 え、プロセスパター ンとして抽 出した。そ して、基本 タス

クの入出力情報 をもとに、業務処理の必要十分な情報構造である情報パ ターンを抽出 した。

これ らの設計パ ター ンに基づいて、 ワー クフロー システムの安定仕様を得るための構 築手

順 を提案 した。最後 に、提案方式 を受注管理業務 のワークフローシステム構築に適用 し、

メンテナンス性 向上の効果を示 した。

提案方式 は(株)日 立製作所 のサー ビス商品であるワークフロー業務分析設計サー ビス

の標準開発手順 に採用 され、企業内 の販売管理、商品開発、融 資稟議、購買 申請、等 の業

務 を対象 として、現在 まで に10シ ステム以上の構築実績 をもっている。今後の課題 は、

企業 内部の ビジネスプ ロセスだけでな く、企業間 にまたがる電子商取引プロセスまで範 囲

を拡大す ることである。 このような全 く新 しいビジネスプ ロセスの設計パター ンを抽 出す

るためには、世界規模のネ ッ トワー クを利用 して商取引のスタイルが どのように変わ るか

を十分 に検討す ることが必要 となる。
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第5章 間接部門の申請業務を対象としたワ

一ク フロー業務 テ ンプ レー トの開発

5.1緒 言

本章では、ワークフロー システム構築 の生産性 を向上す るための、ワークフロー業務テ

ンプ レー トについて検討する。第4章 で提案 した設計パターンが多 くの企業に共通す るビ

ジネスプロセス と情報 の標準仕様 を示す ことに着 目し、この考え方 に基づいて種 々の業務

に対応 した標準仕様 を抽 出し、 ワークフロー業務テンプレー トとしてライブラリ化す る。

そ して、ワー クフローシステム構築の際には、ワークフロー業務テ ンプレー トを個別仕様

に合わせてカスタマイズすることによ り設計工数を低減する。 さらに、設計結果 を実装す

るための支援 ツール を提案する76,77。

ワークフロー を適用 したシステムを構築す る場合、通常、対象 とす る業務 の設計に大き

な工数を要す る。それは次の2つ の理 由による。第1に 、企業の ビジネスプロセスの多 く

は人間が主体 となって行われてお り、その仕様 の詳細が文書化 されていることはまれで あ

る。 また、仮 に文書化 されているとして も、それは個々の部 門単位 に分断されたもので あ

り、 ビジネスプロセス全体 にわたる手順ではない。従って、 ビジネスプロセスの全貌 を掴

むた めには、複数の異なる部門に所属す る業務担当者 と面談 して、ビジネスプロセス仕様

の断片を統合す る必要が ある。第2に 、ビジネスプロセスは、局所的な改善や変更が長年

の間繰返 され、多 くの場合、全体 としての仕様 に矛盾、冗長、不足、等がある。このため、

実運用 に耐えるようにプロセス仕様 の見直 しが必要 となる。 さらに、 ワークフローツール

の適用 によ り業務の並列化、自動化等のメリットを得 るため に、新 しいビジネスプロセス

を設計す る ことが必要 となる。以上に述べた理由によ り、業務設計は、ワークフロー シス

テムの構築 に慣 れていな い人にとって極 めて敷居 の高いものとなって いる。

業務 ごとにビジネスプロセス仕様 と情報仕様の標準形が明 らかになっていれば、業務設

計は比較的容 易なもの となる39,78。それ らの標準仕様 に基づいて、対象プロセスに固有 な

仕様 だけをカス タマイズすれば済むか らである。 この場合、標準仕様 の割合が個別仕様の

それに比べて多 いほど、上流設計 に要する工数を低減できる。 このような業務 ごとの ビジ

ネスプ ロセス と情報の標準仕様 をワークフロー業務 テンプレー トとよぶ ことにする。
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本章 では、 まず、ワー クフローシステム構築 における問題点 を指摘 し、それ を解決す る

ための ワー クフロー業務 テ ンプレー トの要件 を明 らかにす る。次 に、 ワー クフロー業務 テ

ンプ レー ト開発のための最重要課題であるビジネスプロセス標準仕様の抽出方法 を提案 す

る。そ して、本方法 に基 づいて開発 したワークフロー業務テ ンプレー トと実装支i援ッール

を紹介す る。最後 に、 ワークフロー業務 テンプレー トの適用によ り、 システム構築 に要す

る工数 を大幅 に低減できることを事例により示す。

5.2ワ ー ク フ ロ ー業務 テ ンプ レー トの要 件

ワークフロー システム構築の生産性 に関する問題点を述べ、 この問題を解決するための

ワー クフロー業務 テンプ レー トの要件を明 らか にす る。

5.2.1従 来 方 式 と問題 点

ワークフローシステムの構築は、第4章 の図4.2で 述べたように、業務設計、 システム

設計、実装 という3フ ェーズに沿って行われる。図5.1に ワークフローシステム構築手順

の図を再掲す る。

構築

フェーズ
プロセス 機能 データ

業務
設計

現行業務の分析1

1
新業務の設計

ビジネス

プロセス

設計 情報設計
1

システム
設計

1寺1
ワークフローシステムの設計

ワーク フロー

設計
画面処理仕様
設計

データベース

設計

実装

1古1
ワークフローシステムの実装

ワークフロー

定義
画面処理

プログラム開発 デー絵 ス1

ll

図5.1ワ ー ク フ ロー シス テム構 築 手順
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ここで注意すべきことは、ワークフロー適用の 目的は対象 とす るビジネスプロセス全体

の実行管理 であ り、会計処理、顧客管理処理、等のような個 々の業務機能 の自動化ではな

いとい う点 である。新規 に開発す るアプリケー ションのほとん どは、タスクの実行指示 と

実行結果入力のための画面処理、および、既存 システムとのイ ンタフェース となるデー タ

ベースの入 出力処理であ り、比較的容易に開発できる機能である。従 って、 ワークフロー

システム構築 に必要な工数の多 くが、ビジネスプロセス設計 を中心 とする業務設計 フェー

ズで費や される。

前節で述 べたように、業務設計 に多 くの工数 を要す る理由は次 の2点 で ある。

(1)対 象業務 のビジネスプロセス と情報 に関する仕様が文書化 されてお らず、複数部署に

常識 、慣習 という形態で散在 している。 これ らを抽出 し、一貫 した仕様 として整理す

る必要が ある。

(2)ビ ジネスプロセス と情報に関す る仕様の中に、本質的で遵守 しなければな らないもの

と流動的で変更できるものが混在 している。業務改善/改 革 のためには これ らを区別

しなければな らず、対象業務の規則、組織、資源、等 に関す る知識が必要 となる。

このような理由か ら、業務設計 は極めて専門的な要素が高 く、対象業務の専門家、業務

分析者、情報技術者の三者が協力して、多 くの工数 を費や して実施せざるを得な い79。そ

れ を示す事例 を図5.2に 示す。 どの例 も、業務設計が全体工数の20%～40%を 占めてい

る。 これ らの例では、業務分析者 と情報技術者が2～3人 のチーム を編成 し、業務の専門

家 に面談する方法をとり、2ヶ 月～6ヶ 月を費や して業務設計を行 っている。

H

100%

80

60%

40%

20%

0ｰ1ｰ

金融業 印刷 業 サービス業

事例

■実装 團システム設計 口業務設計

図5.2業 務設計 に要する工数の事例
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5.2.2ワ ー ク フ ロー 業務 テ ンプ レー トの 要 件

ワー クフロー業務テンプレー トの目的は、業務設計 に高度な専門技術 と膨大 な工数を要

する という問題 を解決す ることにある。そのために、業務設計の成果物であるビジネスプ

ロセス仕様 と情報仕様を再利用するというアプローチをとる。すなわち、予め業務 ごとに

ビジネスプ ロセス と情報の標準仕様 を抽出 しライ ブラリ化 してお き、ワークフローシステ

ムを構築す る際 には、その標準仕様 を個別業務に合わせてカスタマイ ズする。さ らに開発

工数を削減す るために、これ らの標準仕様 に基づいて、ワークフロー定義、画面処理仕様、

データベース定義 というシステム設計の成果物 も事前 に作成 しておき再利用する。

業務 階 層

フロセスレヘル

作業レへ加

実行型業務 計画型業務

業務形態

図5.3ビ ジネスプ ロセス仕様パターン化の可能性

ところで、ビジネス分野 で行われている各種業務 の ビジネスプロセス仕様は、その階層

レベル を適切 に選 べば、多 くの企業 に共通なパター ンを見 出す ことが可能で ある39,80,81。

ここで、 ビジネスプロセス仕様の階層 レベル には、販売、生産、調達、等 の概略手順 を規

定するプロセス レベルのものか ら、見積 り品目決定 、在庫確認、価格設定 、等 の詳細手順

を示す作業 レベルのものまで存在す る。上位 レベルの ビジネスプロセス仕様 ほど汎用的な

パ ター ンを見 出す ことが容易である。一方、業務 の実行形態 には、予 め定義 され たビジネ

スプロセス仕様 を効率よ く実現する ことを使命 とする実行型 の業務 と、 ビジネスプロセス

仕様の全て を事前 に決め られず実行中にそれを設計する ことが必要な計画型の ものがある。

前者には販売管理、生産管理、人事管理、等が あり、後者には経営計画、生産計画、販売

計画、等がある。一般に、実行型業務 は計画型業務に比べてパター ン化 しやすい。図5.3
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は、業務階層 と業務形態 に応 じたパターン化可能領域の分布 を示 したものである。

以上の議論 に基づ いてワークフロー業務テンプレー トの要件をまとめると、図5。4に 示

す通 りとなる。すなわち、企業内業務 の中か らビジネスプロセス仕様がパターン化 しやす

い実行型業務 を選択 し、各業務の標準的な ビジネスプロセス仕様を抽出 してライブラリ化

す る。また、ビジネスプロセスの標準仕様が決まれば、そこで入出力される情報 の構造 も

標準化できる。 さらに、 このような業務設計の標準仕様に基づいて、システム設計の成果

物 を作成 しライブラリ化する。 ワークフロー システムを構築する際 には、 これ らの標準仕

様 を個別業務 に合わせてカスタマイズす ることにより設計 を行 う。さらに、設計結果 を実

装するための支援環境 も提供す る。以下に、詳細な要件を図5.4に 従 って説明す る。

匝 [=璽 コ[T'一)=]

D

鰍 跨

……………………….:66..

▽
駐 粛塒器鰻 輝憩繍 鞘

画面処理プログラム
織 羅 襲㈱ ㌔誠、・'

▽
○
テeタペース定義
一

○ ・業務テンプレート(:〉 実装支掛1レ

図5.4ワ ー ク フ ロー業 務 テ ンプ レー トの要件

(1)業 務設計の標準仕様

ワークフロー システム を構築す るための業務設計の標準仕様 として、各業務 ごとに、 ビ

ジネスプロセス仕様 と情報仕様 を抽出しライブラリ化 してお く。前述 したように、ビジネ

ス プロセス標準仕様の抽出が最大の課題であ り、それが明 らか になれば、情報仕様は画面
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処理 とデー タベース処理 に関す るもの として比較的単純 に抽出できる。

(2)シ ステム設計の標準仕様

上記の業務設計の標準仕様に基づいて、ワー クフローツール、プ ログラム言語、デー タ

ベース によ り実装す ることを前提に、 システム設計の標準仕様を開発する。具体的 には、

ワー クフロー設計、画面処理仕様設計、データベース設計を事前 に行 い、その成果物を業

務設計の標準仕様 と対応づ けて ライブラリ化す る。

(3)実 装支援ッール

上記 の標準 システム仕様のカスタマイズ結果 を、実装につなげるための支援環境 を提供

する。 これは、市販 の定義 ツール を極力利用す る。

5.3ワ ー ク フ ロー業 務 テ ン プ レー ト

5.3.1ビ ジネ ス プ ロセ ス 標 準 仕 様 抽 出 の 考 え 方

ワークフロー業務 テンプ レー トを実現するための最大の課題は、ビジネスプロセス標準

仕様の抽出である。 この標準仕様 を明 らかにする方法 として考え られ る1つ の案は、業務

ごとに複数の企業 のビジネスプロセスを調査 し、それ らの共通仕様 を抽 出す るもので ある。

この方法 は堅実な方法 ではあるが、多 くの時間 と工数が必要 となる。特に、 ビジネスプロ

セス標準仕様 をライブ ラリ化するためには、大量の業務分析者 を動員する組織 的なアプロ

ーチが必要 とな り実現性が低 い。最小の時間 と工数でワークフロー業務テンプ レー トを実

現す るためには、業務 ごとに複数のビジネスプロセス仕様を比較す る方法でな く、単一の

ビジネスプ ロセスか ら標準仕様 を抽 出す る方法が必要 となる。

前章で提案 した設計パター ンは、環境変化の影響 を受け難 いビジネスプロセス と情報 の

安定構造であ り、 ワー クフローシステムのメンテナンス性の向上を実現するものである。

この ように時間的に変わ り難い仕様は、一般 に、空間的にも変化 し難 く78、多 くの企業で

共通 して利用 できるビジネスプロセスと情報の標準仕様 とな り得 る。従 って、設計パ ター

ンの抽出方法に基づいて、ビジネスプロセス標準仕様 と情報標準仕様 を導 くことができる。

この方法 によれば、業務 ごとに複数のビジネスプロセスを比較 して共通仕様 を見出す ので

な く、単一 のビジネスプロセスを分析す るだけで標準仕様 を得 ることができる。従 って、

ワー クフロー業務テ ンプレー トを実用的な時間 と工数で実現することができる。

5.3.2間 接 部 門 申請 業務 の 設 計 パ タ ー ン

設計パターンを適用 してワークフロー業務テ ンプ レー トを開発す るためには、5.2節 で
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述べたよ うに、企業内の各種業務の中か ら定型性が高い実行型業務を選ぶ必要がある。本

章では、そ の典型的なもの として間接部門の申請業務 を採用する。本業務は、企業内の各

部門か ら総務、経理等 の間接部門に対 して依頼 された各種 の申請案件 を処理するものであ

る82。依頼部門 と間接部門 のただ2つ の部門が関わ り、依頼、審査 ・承認 、実行、結果通

知 という単純な手順で処理 される。申請業務 は、その機能 によ り、経理 、人事 、購買、総

務の4つ に細分 され、各業務の概略の処理手順は表5.1に 示す通 りである。これ らの うち、

経理、人事、購買系業務は、各々、会計、就業、購買に関する法律 と社内規則 に基づ く極

めて定型性 の高い業務 であり、帳票の書式が厳密に規定 され、専用の計算機 システム によ

り自動的 に処理される部分が多い。一方、総務系業務 は、それ らと比較 して幾分非定型的

な要素があ り、帳票の書式は概略しか規定されてお らず、主 に人間の裁量で処理 され る。

従 って、 ワークフロー業務 テンプレー トの対象業務 としては、経理、人事、購買系業務が

適 して いる。

表5.1間 接部門申請業務の設計パターン

# 業務分類 概略処理手順 特徴

1 経理系

申請業務

(入出金、旅費)國
各種取引の精算申請。会計

規則に基づく定型帳票と経

理システムで処理。
依頼 → 審査

承認
→ 経 理
システム
→ 結果
通知

2 人事 系

申請業務

(勤怠、申告)

勤怠管理と管理情報更新。

就業規則に基づく定型帳票

と人事システムで処理。
依頼 → 審査

承認
→
人事

システム
→ 結果
通知

3 購買系

申請業務

(物品、サぞ ス)國
消耗品、労働 力等 の購入。

購買規則 に基づく定型帳票

と購買システムで処理。
依頼 → 審査

承 認 ・
→ 購 買
システム

一./ 結果

通知

4 総務系

申請業務

(依頼、伺い)

従業員に対する各種サービ

スの実施。非定型帳票を人

間の裁量で処理。

依頼 → 審査
承認
→ サービス
実施

一一/
結果

通知

ワークフロー業務テンプレー トを開発するためには、上記の業務分類 をさらに詳細化 し

帳票 レベルまで細分する必要がある。例 えば、購買系申請業務に属す る物品購買申請の設

計パター ンは図5.5と 図5.6に 示すようになる。図5.5は プロセスパターンであ り、購買
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依頼、購買承認、発注 、検収 というタスクによ り構成 される。図5.6は 情報パ ター ンであ

り、注文依頼伝票、審査用伝票、発注伝票、検収伝票を中心 に、組織 、予算費 目、商品、

取 引先等 の実体が相互 に関連をもつ。 これ らの設計パター ンを標準仕様 として利用す る。

図5.5物 品購買申請の プロセスパターン
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図5.6物 品購買申請の情報パターン
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5.3.3ワ ー ク フ ロー業 務 テ ンプ レー トと実装 支 援 ツ ール の 全 体 構成

前項で示 した間接部門の 申請業務の設計パターンに基づいて、ワー クフロー業務テンプ

レー トおよび実装 ツールを開発す る。図5.7に それ らの全体構成を示す。

ワークフロー業務テンプレート

と実装支援ツールの構成
ワークフローシステム構 築手111 成果物

プロセス1機 能1デ ータ

図5.7ワ ークフロー業務テ ンプレー トと実装支援ツールの全体構成

ワー クフロー業務 テンプ レー トは、図5.7に 示すように、業務設計の標準仕様 とシステ

ム設計の標準仕様 によ り構成する。業務設計の標準仕様は設計パター ンに基づ くものであ

り、プ ロセスパター ンによ り得 られる標準 プロセス設計シー トと、情報パ ター ンによ り得

られる標準情報設計シー トか らなる。業務設計 フェーズ においては、対象業務の仕様 をこ

れ らの標準仕様 との差異 として明 らかにし、ビジネス プロセス仕様 と情報仕様を設計す る。

システム設計の標準仕様は業務設計の標準仕様 に基づ くものであ り、標準 ワーク フロー設
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計シー ト、標準 フォーム設計 シー ト、標準データベース設計シー トの3つ によ り構成する。

システム設計フェー ズにお いては、対象業務仕様に合わせて システム設計標準仕様をカス

タマイズする。

実装支援ツール としては、画面処理仕様を実装するために、フォームデザイナー とテ ン

プレー ト部品を開発する。 フォームデザイナーは、標準 ワー クフロー設計 シー トのカスタ

マイズによ り得 られたワー クフロー設計情報 と、標準 フォーム設計シー トのカスタマイズ

により得 られた フォーム仕様 を入 力とす る。そ して、 ワークフローか ら呼び出されて画面

処理を行 うプログラム(フ ォーム)を 自動生成す る。テ ンプレー ト部品は、フォームデザ

イナーで生成 された フォームに対 して、さらに個別の機能 を追加する場合 に利用す る。な

お、ワー クフロー定義のためにはワークフローツール に標準装備の定義 ッール を利用 し、

データベース定義のためには市販のデータベース定義 ツール を利用す る。

5.3.4ワ ー ク フ ロ ー 業 務 テ ン プ レ ー ト

ワー ク フ ロー 業務 テ ンプ レー トの詳 細 を、表5.2に 従 って、 以下 に説 明す る。

表5.2ワ ークフロー業務テ ンプレー トの構成物

# 構成物 説明

1 業務設計 標準プロセス 業務毎 のビジネス プロセス標準仕様。 ビジネス プ

の 設計シー ト ロセス設計は、この設 計シー トをベースに必要 に

標準仕様 応 じてカスタマイズ を行 う。

標準情報 業務毎の情報標準仕様。情報設計は、この設計シ

設計シー ト
一 トをベー ス に必要 に応 じて カス タマイズ を行

う 。

2 システム 標準 ワークフロー ビジネスプロセス標準仕様 に基 づ く、 ワークフロ

設計の 設計シー ト 一 ツールの標準定義情報 。この設計 シー トをベー

標準仕様 ス に、 ノー ドの追 加/削 除、 ロール の変 更、 分 岐

条件の変更等を行 う。

標準 フオーム 情報標準仕様 に基づ く、 フォー ム(画 面処理 プロ

設計シー ト グラム)の 標準定義情報。 この設 計シー トをベー

スに、 フォームのデータ項 目の追加/削 除、属性

の変更等 を行 う。

標準デ ータベース 情報標準仕様 に基づ く、データベースの標準定義

設計シー ト 情報 。 この設 計 シー トをベ ース に、 デー タベ ー ス

のデー タ項 目の追加/削 除、属 性 の変更等 を行

う 。
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(1)業務設計の標準仕様

業務設計 の標準仕様を示 す2つ の設計 シー トは、業務 ごとに設計パ ターンを記述 した も

のである。図5.7に 示すよ うに、対象業務 の仕様 を、 これ ら標準仕様 との差異 として把握

するためのワークシー トとして利用する。

a.標 準 プロセス設計 シー ト:こ の設計 シー トは、業務 ごとに図5.5に 示す標準的なプ ロ

セスパター ンを記述 した もので ある。個 々のプロセス設計 を行 うための ワークシー ト

として利用 し、必要 に応 じて、担当者 レベルの詳細タスクを追加す る。

b.標 準情報設計 シー ト:こ の設計シー トは、業務 ごと に図5.6に 示す標準的な情報パ タ

ーンを記述 した ものである。個々の情報設計を行 うためのワークシー トとして利用 し、

必要に応 じて、実体関連 の変更、データ項 目の追加/削 除等 を行 なう。

(2)シ ステム設計の標準仕様

システム設計の標準仕様 を示す3つ の設計シー トは、図5.7に 示 すように、業務設計 の

標準仕 様に基づいて明 らか になったビジネスプロセス仕様 と情報仕様 を、情報システムと

して実現す るためのワークシー トである。図5.8に それ らの事例を示す。

a.標 準 ワー クフ ロー設計 シー ト:こ の設計 シー トには、 ビジネス プロセス標準 仕様 に基

づいて ワーク フロー定義情報 が既に設計 されている。ワークフロー設計時は、そ れを

個別仕様 に合 わせ てカスタマイ ズす る。 ワー クフロー定義情報 には、ノー ド名称 、起

動 アプ リケー ション名称、 ロール名称、ユーザ属 性、分岐条件、等 がある。 この設計

結果は、ワークフロー定義 ツールの入 力情報 となる。

b.標 準 フォーム設計 シー ト:こ の設計 シー トには、 ワークフ ロー の中で画面処理 を行 う

プログラム(フ ォーム)の 処理仕様が、情報標準仕様 に基づいて既に設計 されて いる。

フォームの設計時 は、それ を個別仕様 に合わせてカスタマイズす る。フォーム処理仕

様 には、デー タ項 目の名称、属性、値域 、等 がある。 この設計結果 は、後述 の フォー

ムデザイナーの入力情報 となる。

c.標 準データベース設計 シー ト:こ の設計 シー トには、標準情報仕様 に基 づいてデータ

ベース定義情報が既に設計 されている。データベース設計時は、それを個別仕様 に合

わせてカスタマイズす る。データベース定義情報 には、各種の台帳、定 数:テーブルの

デー タ項 目の名称、属性 、値域、等がある。 この設計結果 は、デー タベース定義ツー

ルの入 力情報 となる。
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図5.8シ ステム設計標準仕様の事例

5.3.5実 装 支 援 ツ ール

前項 で示 したワー クフロー業務テンプ レー トを利用 して明 らかにしたワークフ ロー、フ

ォーム、データベースに関する設計結果 を、ワークフローシステムとして実装す るための

支援ツール を提案する。図5.7に 示すように、プロセスとデータの実装 のためには、各々、

市販の ワー クフロー定義ツールとデー タベース定義ツールを適用する。従って、実装支援

ツール は、表5.3に 示すように、フォームデザイナー とテ ンプレー ト部品によ り構成する。

以下、実装支援 ツールの詳細 を説明す る。

表5.3実 装支援ツールの構成物

# 構成物 説明

1 フォームデザイナー 標準 フォーム設計 シー トを用 いて一連 のデータ項

目の属性 を定義すれば、それ らのデータ項 目フィ
ール ドとワー クフロー連携処理 を組み込んだ フォ

ームプログラムを自動生成す るツール。

2 テンプ レー ト部品 フォームのデータ項 目処理 とワー クフロー連携処

理 を実装す るため のソ フ トウェア部 品 ライ ブ ラ

リ。一部 はフォーム 自動生成の際 の標準処理 を実

装す るために利用 し、そ の他 は、標準処理以外の

さ らに高度な処理を開発する際に利用する。
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(1)フ ォームデザイナー

フォーム とは、既 に述べたように、 ワークフローツールか ら呼び出され る画面処理 プロ

グラムであ り、 ワークフローユーザ との問で、作業指示データの画面出力、作業結果デー

タの画面入 力、等を行 う。 また、ワークフローツール に対 して、予 め定義 された次の担当

者へ の作業 デー タ(案 件)の 送信指示を行 う。さ らに、データベースに格納された関連デ

ータの検索 、作業結果のデータベース登録 を行 う。 これ らのフォーム機能 のうち、開発上

のボ トルネ ックとなるのは ワークフローツール との連携機能である。通常 のアプ リケー シ

ョン開発者 は、汎用 のプログラミング言語 によ り画面処理やデータベース入出力処理を開

発す る ことは得意で あるが、ワークフローツール固有 のイ ンタフェース言語を使 ってワー

クフロー連携処理を開発す ることには不慣 れであることが多い。

フォームデザイナーはこの問題 を解決するものであ り、図5.9に 示すように、標準 フォ

ーム設計 シー トを用 いて一連のデータ項 目の属性 を定義すれば、それ らのデータ項 目フィ

ール ドとワークフロー連携処理 を組み込んだフォームプログラムを自動生成する。この際、

各デー タ項 目の値域 を指定すれば、範囲チェック処理 を自動的に生成す る。 また 、メニュ

ー選択用の定数テーブルを指定すれば、メニュー選択形式 のデー タ入 力処理を自動生成す

る。さ らに、フォームプログラムに生成 したデータ項 目の値 を、ワークフローの分岐制御

の判定値 として指定するこ とも可能で ある。

図5.9フ ォームデザイナーの機能

以上 のように自動生成 されたフォームは、データ項 目フィール ドが定義順に並 べ られた
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だ けの暫 定 的 な もの であ るた め、実 用 に適す るよ うに レイ ア ウ トを設 計す る必要 が あ る。

また 、 フォー ムデザ イ ナー で 自動 生 成す る標準 的 な処 理以 外 の、 さ らに高 度 な処 理 を開 発

したい場 合 は 、次 に述 べ るテ ンプ レー ト部 品 を利 用す る こと によ り工 数 を低 減 で き る。

なお 、 フ ォー ムデ ザ イナ ー はMicrosoft社 のVisualBasicに よ り開発 されWindows上

で稼動 す る。 自動生 成 す るフ ォー ムはVisualBasicの もので ある 。 ワー ク フ ロー ツー ル

は(株)日 立製 作所 のGroupmaxWorkflowを 、デ ー タベー ス はMicrosoft社 のAccess

を前提 とす る。

(2)テ ンプ レー ト部品

テンプ レー ト部品 は、フォームのデータ項 目処理 とワークフロー連携処理 を実装するた

めのソフ トウェア部品ライ ブラリである。 フォームデザイナの説明で述 べたように、それ

らの一部は フォーム 自動生成 の際の標準処理を実装す るために利用する。表5.4の*印 の

つ いて いるものがそれに該 当する。その他 は、標準処理以外のさ らに高度な処理 を開発す

る際に利用 する。

表5.4テ ンプ レー ト部 品

# 種別 部品名 # 種別 部品名

1 データ項 目 データ範囲チェック士 2 ワー ク フ ロー 案件投入*

処理 メニュー選択入力歯 連携処理 案件送信士

ノー ド別処理制御 分岐判定値登録央

ログイ ン/ア ウ ト

ユーザ情報取得

案件位置判定
添付情報追加/削 除

以下 に、 フォーム 自動生成 の際に標準で実装 されな い部品の機能 を説明す る。データ項

目処理部品のノー ド別処理制御は、ノー ド別 にデータ項 目の属性、処理を変更 したい場合

に利用す る。例 えば、審査 ノー ドにお いてデー タ項 目の一部 を書込み禁止 とする際 に用 い

る。ワー クフロー連携処理部品のログイン/ア ウ ト処理 は、ワー クフローツール標準 のロ

グイ ン/ア ウ ト画面でなくユーザ 固有の ものを開発す る場合 に利用する。また、ユーザ情

報取得処理は、ログイ ン名称 に基づいてユーザの名前 、所属等の属性 を取得 して フォー ム

のデータ項 目に自動設定す るために用 いる。案件位置判定 処理は、当該案件が指定 された

ノー ド位置 に存在す るか否 かを判定す るもので、前記 のノー ド別処理制御 とともに用いる。

添付情報追加/削 除処理は、フォームに対 して ドキュメン ト、イメージファイル等 を添付
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するために利用する。

5.4ワ ー ク フ ロ ー シス テ ム構 築 事 例

上記のワークフロー業務テンプレー トおよび実装支援ツールに基づ くシステム構築手順

を、図5.7に 従 って説明する。

(1)業 務設計フェーズ

まず、対象業務 の仕様 を調査する。 この際、業務設計の標準仕様 に基づ いて、 ビジネス

プロセス と情報 に関す る標準的な仕様 を把握 し、それ らと対象業務 との差異 に注 目す る。

そ して、 この相違点が システム構築後 も必要で あるか否かをエ ン ドユーザ と議論す ること

によ り、プロセス改善 を行 う。その結果、なお相違点が残 る場合 には、標準仕様 のカスタ

マイズが必要 となる。

図5.10は 、物品購買 申請 の標準プロセス設計 シー トに基づ くプロセス設計の事例であ

り、実線は ビジネスプロセス標準仕様を構成す るタスクを示 し、破線は対象 プロセス向け

に追加 したタス クを示す。 ここでは、購買部門の承認 に加 えて経理部門の承認 を追加 し、

購買品が予算 の範囲内にあるか否かのチェックを行 うこととした。

図5.10標 準プロセス設計 シー トに基づ くプ ロセス設計事例
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図5.11は 、物品購買申請の標準情報設計シー トに基づ く情報設計の事例で あり、実線

のボックスは情報標準仕様 を構成す る実体を示 し、破線 のボ ックスは対象プ ロセス向 けに

追加 した実体 を示す。図5.10に おいて経理承認タスクを追加 した ことに伴い、予算フ ァ

イル を追加 し、注文依頼伝票 に予算チェックのためのデータ項 目(予 算、予算チヱック)

を追加 した。また、商品 ごとに取 引先 を限定す るための対応テーブルを追加 した。

[申請承認] [購買決裁]

[検収] [発注]

図5.11標 準情報設計シー トに基づ く情報設計事例

(2)シ ステム設計 フェーズ

業務設計で明 らかにした、対象業務のビジネスプロセス仕様 と情報仕様に基づいて、ワ

ークフロー設計、フォーム設計、データベース設計を行 う。

ワー クフロー設計では、標準 ワークフロー設計シー トに対 して、新た に経理承認 タスク

に関する定義情報を追加す る。 フォーム設計では、標準フォーム設計 シー トの注文依頼伝
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票 明細テーブル に対 して、新 たに2つ のデータ項 目(予 算 と予算チェック)を 追加す る。

データベース設計では、標準データベース設計シー トに対 して、新たに予算 テーブル と商

品別取引先テーブル を追加作成す る。

(3)実 装 フェーズ

設計結果 に基づいて、ワークフローシステム として実装 を行 う。まず、ワークフロー設

計で 明 らかになった定義情報 を、ワークフロー定義ツールを用 いて設定す る。同様 に、デ

ータベース設計で明 らかになった定義情報を、データベースツールを用 いて設定する。

フォーム設計で明 らかにした処理仕様 は、フォームデザイナーを利用 して実装する。本

ッール によれ ば、フォームを構成す るデータ項 目の各種属性(デ ータ型、桁数、初期値、

値域 、等)を 設定す ることによ り、データ項 目フィール ドとワークフロー連携処理を組み

込 んだフォームプ ログラムを自動生成できる。

ただ し、フォームデザイナー によ り自動生成 した フォームはデータ項 目が定義順に羅列

してあるだけなので、 レイアウ トをカスタマイズす る必要がある。図5.12は 、 自動生成

され たフォーム と、それにレイ アウ トのカスタマイズを行 った後のフォームの例 を示 した

ものである。次 に、テ ンプレー ト部品 を利用 して、購買品の価格が予算金額内か否かのチ

ェック処理 と、購買品 を扱 う取 引先 のメニュー表示処理 を作成する。

図5.12カ スタマイズ前後のフォームの事例

5.5効 果

ワー クフロー業務テ ンプレー トの効果 を示すために、前節で示 した物 品購買申請業務の
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ワー クフローシステムの構築 に際 して、ワークフロー業務テ ンプレー トを適用 した場合 と

そ うでない場合 につ いて開発状況を比較する。前者は実際 にシステム構築を行 って工数を

計測 したもの、後者は机上で見積もったものである。表5.5は それ ら2つ のケースの開発

状況 を、構築 フェーズ ごとに比較 したもので ある。

表5.5ワ ークフローシステム開発状況の比較

# 構築

フェーズ

提案方式

(ワー クフロー業務 テ ンプ レー トと実

装支援ツールを適用)

従来方式

1 業務設計 業務設計標準仕様iのカスタマイズ。

・1つ のタスクの追加

・2つ の実体の追加

プロセス、情報仕様をゼ ロの状態か ら

設計。
・5つ のタスクの順序関係

・15個 の実体の関連

2 システム

設計

シス テム 設 計標 準 仕 様 の カス タ マイ

ズ。
・ワークフロー仕様の1つ のノー ド追

加 と順序関係 の変更
・2つ のプログ ラム仕様の変更

・2つ データベーステーブルの追加

業 務設 計 の結 果 に基づ いて 、 ワー ク フ

ロー定 義 情 報(ノ ー ド数:5)、 フ ォ
ー ム お よびデ ー タベー ス のデ ー タ項 目

(項 目数:56)、 プ ログ ラム(項 目数:

36)を 全 て設 計 。

3 実装 フォーム レイ アウ トのデザイ ン と、上

記 のシステム設計結果の実装。

上記のシステム設計結果 の実装。

業務設計 フェーズでは、既 に述べたように、ビジネスプロセス設計 に特に工数を要す る。

提案方式 によれば、 ビジネスプ ロセスの標準仕様は既に抽出されてお り、5つ のタス クの

うち経理承認タスクだけを検討すればよいため1/5以 下の工数で済む。一方、システム

設計 フェーズでは、フォームデータ項 目のプログラム設計に工数を要す る。提案方式 によ

れば、36個 のフォームデータ項 目のうち、2項 目のプログラム仕様を検討すれ ばよいた

め1/18以 下の工数で済む。実装 フェーズでは、フォーム レイアウ トのデザインとプ ロ

グ ラムの実装を行 う。フォームのレイアウ トデザイ ンの工数は従来方式 と同 じであるが、

プ ログラムの実装は変更 した2項 目だけでよいため1/18以 下の工数で済む。

業務設計、 システム設計、実装 に要する工数の割合が、5.2節 で示 した事例 に従 うと仮定

した場合、提案方式による開発工数低減の効果は、図5.13に 示す通 りとなる。 この結果 に

よれば、業務設計 とシステム設計 フェーズでは、標準仕様を個別仕様 に合わせてカスタマ

イズすれ ばよいため極 めて高 い効果が ある ことがわかる。また、実装 において も、自動 生

成 された フォームの レイ アウ トを業務仕様 に合わせてデザインし、必要最小限の処理 プロ
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グラムをテ ンプ レー ト部品の適用 により付加す るだけで済 む。 さらに、付随的な効果 とし

て、標準的な システム仕様 と実装例が業務テンプレー トという形で明 らかにな っている こ

とによ り、 ワークフロー システムのエ ン ドユーザ と開発者 との問で 、業務仕様の個別性 を

標準仕様のカスタマイズの範囲で吸収す るという共通意識が生まれ る。従 って、業務設計

とシステム設 計にお いては、業務テ ンプ レー トとの相違点 だけに焦点 を当てて検討 を行 う

ことができる。

100

90

80..

70

11ii
想30

20

10

0

提案方式 従来方式

ワークフローシステム構築方式

■実装 日システム設計 ロ業務設計

図5.13提 案方式 による開発工数低減の効果

以上 に述べたように、 ワークフロー業務テ ンプレー トの適用によ りワークフローシステ

ムの開発工数 を大幅 に削減できる。

5.6結 言

本章では、 ワークフロー システム構築のボ トルネ ックである業務設計の工数 を削減する

ために、そ の成果物であるビジネスプロセス仕様 と情報仕様 の再利用につ いて検討 した。

第4章 で提案 した設計パ ターンを適用する ことによ り、 ビジネスプロセスと情報 に関する

標準仕様を抽出 し、ワークフロー業務テンプ レー トとして ライブラリ化 した。これ によ り、

業務設計 とシステム設計 を標準仕様 のカスタマイズで行えるように した。 さらに、そ の設

計結果 を実装す るための支援 ツールを提案 した。最後 に、ワークフロー業務 テンプ レー ト

と実装支援 ツールの適用 により、従来方式 に比べて大幅な工数削減 の効果があることを事
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例 によ り示 した。ワークフロー業務 テンプレー トのような標準仕様 ライブラリの有効性 を

示すためには、開発工数低減の効果 とともに、どのくらい適用範囲が広いか という再利用

性の評価が必要である。 これは、今後、適用実績 をあげて評価 データを収集 した後の検討

課題 であると考えている。

現在 までに、本章で例 として示 した物品購買申請の他に、勤怠管理 と入出金業務 のワー

クフロー業務テ ンプレー トを開発 している。 これ らのテ ンプレー トに基づき、間接部門の

申請業務全般のワークフローシステム化 を短期間かつ低工数で実施するサービス を計画 中

である。今後の課題 として、販売管理、生産管理等の定型性の高い業務 を対象 として、ワ

ークフロー業務テ ンプレー トの品揃 えを拡大する。また、アプ リケーシ ョンプログラムの

開発工数をよ り低減するために、フォームデザイナーとテンプレー ト部品の機能を充実 さ

せる。
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第6章 結 論

本論文では、計算機工学をは じめ とする種々の技術分野の分散処理システム を対象 とし

て、ジ ョブ管理方式の最適化 と柔軟性 に関 して議論 した。そ して、計算機工学分野の段階

的 ヒュー リスティックス適用 とその評価方法、および、経営工学分野のプロセス安定構造

の抽 出に基づ くシステム構築方法に関す る研究成果 を、以下 の5章 に分けて述べた。

第1章 では、分散処理 システムのジョブ管理方式 を定義 しその目的が最適化 と柔軟性の

トレー ドオ フである ことを述べた。そ して、最適性 と柔軟性 という2つ の分類軸 に従 って

課題 を整理する ことによ り、計算機工学 、生産工学、経営工学の各分野におけるジョブ管

理方式の研究動向を明 らか にした。その結果 に基づき、本研究 の課題 として、①相互 に影

響す る複数の特性 をもつジョブのスケジュー リング問題の解決、および、②環境変化 に強

い柔軟なジョブ管理 システムの実現 を設定 した。そ して、前者 の課題のためには 「段階的

ヒュー リスティックス適用 とその評価」 という方針 をとり、後者の課題のためには 「プロ

セ ス安定構造 の抽出に基づ くシステム構築」 という方針をとった。

第2章 では、計算機入 出力装置 の一種であるカー トリッジ磁気テープライブラリ装置 の

共有 リソースの競合回避 を題材 として、段階的にヒュー リスティックスを適用するジョブ

管理方式の開発方法 を検討 した。 ここで は、テー プ運搬 ジョブの割 当問題 を、①最適 ドラ

イ ブ装置の選択、②最適 アクセ ッサへのジョブ割当、の2つ のサブ問題 に分割 した。そ し

て、最適 ドライブ選択においてライブラリの左半分の領域 または右半分領域 だけで実施で

きる運搬 ジ ョブを生成 し、最適アクセ ッサ割 当において右 アクセ ッサは右領域、左 アクセ

ッサは左領域 のジ ョブを割 り当て る方針 をとる ことによ り、2つ のサブ問題 を相互作用の

少ない単純 なもの とし、ヒュー リスティックスの適用 を可能 とした。そ の結果、アクセ ッ

サ間の干渉 を大幅に低減でき、応答性能 とスループ ットを向上する ことができた。

第3章 では、複数のメイ ンリソースとサブリソース によ り構成される典型的な分散処理

システムを対象 として、ヒュー リスティックなジョブスケジュー リング方式 の評価方法を

検討 した。 ここでは、スケジュー リング方式 ごとにシステム状態 とジョブ処理性能 の静的

な関数(性 能関数)を 導 き、これ を確率ペ トリネ ッ トモデル に組込 んで動的な性能評価 を

行 った。 この方法 によ り、スケジューリング方式の詳細な アル ゴリズムをモデル化する必

要がなくなったため、解空間の規模 を大幅に縮小することができ、シミュレー ションより
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も少ない工数で ヒュー リスティックス方式の評価 を行 うことができた。そ して、第2章 で

論 じたカー トリッジ磁気テープライ ブラリ装置のジョブ管理方式の評価を事例 として、本

評価方式の有効性 を示 した。

第4章 では、ワー クフロー システムのメンテナ ンス性 を向上す るためのシステム構築技

法 を検討 した。 ここでは、環境変化 の影響を受け難いビジネスプ ロセスの安定構造 と、そ

こで入出力される情報の構造 を示す設計パター ンという新 しい概念 を提案 した。設計パ タ

ーンを適用す る ことによ り、 ワークフロー システムの共通仕様 と個別仕様 を明確 に分離す

る ことができ るため、仕様変更 に伴 うシステムの改造範囲を最小限に留めることができた。

第5章 では、ワークフローシステム構築のボ トルネックである業務設計の工数 を削減す

るために、その成果物で あるビジネスプロセス仕様 と情報仕様 の再利用について検討 した。

第4章 で提案 した設計パターンを適用す ることにより、 ビジネスプ ロセスと情報 に関す る

標準仕様 を抽出 し、ワークフロー業務テ ンプレー トとして ライブラ リ化 した。これによ り、

業務設計 とシステム設 計を標準仕様のカスタマイズで行えるよ うにした。さらに、そ の設

計結果 を実装するための支援 ツールを提案 した。その結果、従来方式 に比べて大幅な工数

低減 を実現 した。

最後 に、今後 の課題 について まとめる。

(1)「 段階的 ヒュー リスティックス適用 とその評価」の適用範囲の拡大 と体系化

本論文では、計算機入 出力装置の一種であるカー トリッジ磁気テー プライブ ラリ装置 を

事例 として、本方法の効果 を示 した。 しか し、 ヒュー リステ ィックス適用 のための問題分

割方法、および、性能関数の設定方法はまだ体系的な手順が整理 されてお らず 、解析者の

直観 に負 うところが多い。今後、マルチプロセ ッサ構成のディスク制御装置、計算機 ネッ

トワー クシステム等、種 々の分散計算機 システムに適用 し、本方法の有効性 と限界 を見極

める とともに、設計、評価手順 としての体系化 を検討する。

(2)「 プ ロセス安定構造の抽出 に基づ くシステム構築」 の適用範囲の拡大 と体 系化、およ

び、設計パター ンライブラ リの充実

本方法の適用実績 は、既 に、受注管理 、生産管理、商品開発、融資稟議、不動産実査 、

購買 申請、勤怠管理 、旅費精算 、等、十数個 にのぼる。今後 、これ らの適用範 囲をさ らに

拡大 して設計パ ターンの抽出方法 を体系化するとともに、設計パターンライ ブラリの質 と

量を充実 させ る。

(3)分 野横断的なジ ョブ管理方式 の適用

本論文 において、計算機工学、生産工学 、経営工学等を含 む広い分野 を想定 して、分散
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処理 システムのジ ョブ管理方式を検討 した。 この背景には、ある分野で有効な方法を他の

分野の問題解決 にも活用 したい という意図がある。例 えば、経営工学の分野 では、まだ人

間が主体 で業務 を行って いるが、今後、ワークフロー、電子 メール等のオフィスインフラ

ス トラクチャーの普及 に伴い、単純なジ ョブの自動処理化が進む可能性が高い。そ うなる

と、経営工学のジョブ管理 に生産工学や計算機工学における成果を活用できるはずである。

このよ う分野横断的なアプローチ を推進するような、モデル と方法論の開発 を行ってい く。
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